
第 5編

復旧・復典対策



第］ 3：t 政府 ・ 各省})'~;の対応

政府・各省庁等の対応

政府は、阪神 ・淡路大姦災発生後、総力を挙げて応急復1日対策を進めてきた。さら

に本格的な復典対策について取り組んでいくため、復典対策の第一歩として、阪神 ・

淡路大猿災対策の基本法ともいうべき 「阪神 ・淡路大袋災復興の甚本方針及ぴ組織に

関する法律」が平成 7年 2月22Elに成立し、 24日公布、施行された。

この法律では、阪神 ・淡路地域の復映に当たっての基本理念として、

(1) 国と地方公共団体とが適切に役忠ll分1直し、協同して、地域住民の窯向を消韮しな

がら、①生活の再建、②経済の復奥、③地姦等の災雹に対し将米にわたって安全な

地域づくりを緊急に推進すること。

(2) これらの活動を通じて活力ある関西園の再生を実現すること。

が定められ、国をはじめ関係地方公共団体等の1紺係者は、この基本理念に基づいて1以

奥のための施策や事業を実施していくこととなった。

なお、事業を円滑に実施するため、被災地方公共団体の要謂に基づき、政府におい

て全国の地方公共団体に依頼協カ・調整を行った結果、 4月以降、 土木、建築等の導

I“1職をはじめ広範な職種の職貝が中長期にわたって派造されることとなった。

このように、国は関係省庁において1距飩のための施策を実施してきたが、 これらと

あわせ、特に阪神 ・淡路大設災の被害の大きさを考胞して、 2月15日、学識経験者を

メンバーとする審議会である「阪神・淡路復呉委貝会 （委貝長下河辺禅）」を総理府に

設骰するとともに、「阪神・淡路大震災復典の基本方針及び組織に関する法律」に基づ

き、国の1刻係行政機関の請ずる復輿のための施策に関して総合調整を行う「阪神・淡

路似興対策本部」を設骰した。

阪神 ・淡路復典委員会は、 2月16日の第 1回会合以来、 14回に及ぶ委員会のHf.I催並

ぴに 2回のヒア リングを実施し、 3回の邸兄及び11の提言を内閣総理大臣に提出した。

（査料4参照）これらの提言のうち、特に緊急を要する①復典住宅の供給、②瓦礫等

の処理、③神戸港の早期復典の 3課題については、平成 7年度補正予葬において最匝

点事項とするとともに早急な実施を図ることとした。

阪神 ・淡路復典対策本部は、阪神 ・淡路復興委員会の意見を踏まえ、政府の当而購

ずべき措骰を取りまとめた 「阪神 ・淡路地域の復IEI・復典に向けての考え方と当而購

ずべき施策」を決定した。この決定では、地誕発生以米講じてきた応急復II:I対策を引

き続き梢極的に推進するとともに、復旧 ・復興施策についても当面必要となる施策を

可能な限り購ずることとして、 16項目にわたる施策を挙げている。（査料5参照）
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第5編 復Ill・復興対策

第 1 住宅対策

公的賃貸住宅等の早期・大量供給

「復輿住宅（特別の措附を購じて建設される住

宅）を 3カ年で10万戸建設することとし、政府は

必要な措骰を講ずること」との阪神 ・淡路復興委

凪会の提言を踏まえ、平成 7-9年度の 3カ年に、

12万5,000戸 （既1存エ分 1万5,000戸、新規建設分

3 マンション建替えの促進

防災性の向上など質の高いマンション建替えを

促進するため、住宅 ・都市整備公団等の建替事業

への参加を推進するとともに、総合設計制度の栢

極的活用により、容梢率割増の弾力（lり取扱いを行

い、建替えの円沿化を図ることとした。

11万戸）の住宅を供給することとし、新規建設分 第~ 2 ]i；防陪使H浬女寸釘筍
11万戸の うち 71illの 7万7,000戸を何らかの形で

公的狡金を活用した公的供給住宅とすることとし

が~ o 

さらに、被災者に対する公（l勺賃行住宅の収人制

限の撤1経等の特例の適川、人居1,1-1込みの一元（lり受

付・登録、高齢者 ・1旅宙者等に対する俊先的入居

節困窮度に基づいた入屈名選定、所得に応じた家

負設定等を行う「災害復興住宅制度」を整備した。

さらに、住宅のバリアフリー化を進めるとともに、

住宅と輻祉サービスや福祉施設との適切な辿携を

図るなど、 J:j齢者 ・1邪宵者等に配）恵した住宅照備

を進めることとした。

2 個人の自力による住宅再建等の支援

個人の rl 力による住宅の再建•取得を強）」に支

援するため、住宅金融公l車の災祁復興住宅行付制

度について1矛付限度初の大輻引上げ、据招 ・1伐遠

期間の延長、被災高齢者の住宅を子が再建するた

めの親孝行ローン制度の消入等や既往抒付者に対

する救済拮附を大輻に拡充した。また、これらの

制度の栢極的活川を図るとともに、返済の初期負

11l．軽滅を図るための被災住宅再建対策事業を梢極

的に推進することとした。
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瓦礫処理については、復興の基本にかかわるも

のであり、 一刻も早い解決が必要であることを踏

まえ、以下の促進策を実施することとした。

i すべての市町において、おおむね平成 7年度

中に市街地から仮骰場・処分場等への搬出を完

了し、遅くとも平成8年度中に焼却 ・埋立等の批

終処分を完了するぺく 、各般の対策を推進する。

ii 市街地からの瓦礫の撤去を円滑にするため、

必要に応じて仮骰場、利tlJI1碁地を確保するとと

もに、木くずの減批化を図るため、仮附場に破

砕 ・焼却施設を設骰する。

iii 瓦礫処理に当たって、復興事業の支閲となら

ないよう配J成するとともに、リサイクルに努める。

瓦礫の最終処分が完了するのは平成 8年度



iv すべての市Ill.［において、平成 7年度以降の処

理計画フロー、月別の実施計画等を盛り込んだ

「災害廃棄物処理計画」を作成し、兵即県にお

いて全体処理計画を作成する。

v 国、県、神戸市及ぴ阪神 6市からなる「倒壊

家屋処理推辿部会」を新設し、全体処理計画の

進行管理を行う。

vi 国は、上記部会における11力言、指森のほか、

市町、県の災害廃棄物処理計画の円滑な実施に

向けて必要な支援を行う。

第 3 港湾機能の復18対鍛

神戸港をはじめとする港諮の早期復旧を図るた

め、政府は、公共港誘施設について災害複1日事業

等を適用するとともに、従来災害役旧骰の国1印補

助対象には含まれていなかった神戸埠頭公社の維

持管理するコンテナ埠頭等について、新たに国廊

補助の対象とするなど財政支援措府を購じてきた。

今後とも、被災地域の経済活動、市民生活の復興

のためには港湾機能の早期復1日が不可欠であるこ

とから、それらの財政支援措照を引き続き購じ、

おおむね 2年を目途に港湾機能の回復を圏ること

とした。特に、我が国の貿易における神戸港の重

要性を考胞して、表 1のように、港t弯施設の早期

表 I 港湾の早期復旧計画

平成7年 61-J末 コンテナ埠頭21パースのうち、 8パ

ースを1町定供lTl

平成 7年 9月末 フェリー埠虹7パースのうち、 2パ

ースを本格供）tl

平成 7年10月末 仮設桟橋によるコンテナ枡1.lin2バー

スの供J:n

平成8年 3月末 コンテナtJ,1.li1i おおむね 3分の 1を

本格供JT~

一般／れ整 おおむね5割を本格供l「J

フェリー埠頑新たに 3パースを本

格供JTI

平成 8年度中 すべての港裕機能を阿復

出典： 「防災白書」平成7年版 国土庁

第 1漱政府 ・各省庁等の対1心

復旧を図ることとした。

さらに、市民の生命 • 財旅を守る防潮壁等の海

岸保全施設について、早急に復旧を聞るとともに、

神戸港等で被災した民間の港跨施設等の復1日に対

する支援を行うこととしている。また、市街地と

人口島を結ぷ辿絡逍としての阪神高速5号湾岸線

等は、港裕機能の回復のためにも煎要であり、表

2のように早急に復旧させることとした。

表 2 阪神高速5号湾岸線等の復旧計画

‘Ii•成 7 年10月店（ 阪神邸辿 5号・iりiii！線（魚崎浜～六lp

アイランド北）供JH
平成 8年 8月末 神戸大屈、六甲大橋を含むハーパー

ウェイ全面i1及ll_l

出典 ：「防災白書」平成 7年版 国土庁

さらに、近畿腿ひいてはFl本の港跨の国際競争

カの低下等が懸念されるため、リダンダンシー（冗

長性）の確保に配胞すると ともに、民間の荷役業

港神戸。早期の復旧への期待は大きい
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第5編 復Ill・復共対策

務の24時間化に伴う輸出入関辿業務の体制整備、

高規格な外国貿易用ターミナルの整備等により、

国際物流拠点機能の強化を図ることとした。

第 4 被災者の支援対頷

1 被災地における生活の平常化支援

応急仮設住宅及ぴ高齢者 ・ll敢害者11:1]け地域型仮

設住宅の適II寺適切な供給を進めることなどによっ

て、被災地における生活の平常化を支援すること

とした。

(1) 応急仮設住宅の建設等

応急仮設住宅の迅速な供給を図るため、仮設住

宅を供給する企業に迅辿な対応を要硝した。また、

地方公共団体、プレハプ住宅供給業界と支援体制

の整備について協議し、さらに、住宅産業界全体

に協力要請するとともに、輸入住宅をも活用し、

当面の供給計画を約4万8,300戸とした。

備公団の保有地等88haを提供するとともに公園

用地も活用することとした。

(2) 災害弔慰金の支給等

ア 災害弔慰金等の支給

今回の震災により死亡した者の迫族に対して災

害弔慰金を、また、園度の1旅害を受けた者に対し

ては、災害節害見舞金の支給を行った。

災害弔慰金 生計維持者 500万円

その他の者 250万円

災害隙害見舞金 生計維持者 250万円

その他の者 125万円

イ 災害援護資金の貸付

災害により負1蒻又は住居、家財の損害を受けた

者に対する災害援護査金の貸付けについて、今回

の裟災に伴う特別措附として無利子である据置期

間を 3年から 5年に延長した。

なお、生活福祉資金貸付制度要綱に碁づく低所

得の被災者に対する抒付けについては、特例措慨

として所得状況に関係なく当而の生活安定を図る

ための小口貸付制度を実施することとした。

なお、このうち、健康上配應が必要な高齢者や 2 雇用の維持・失業の防止等

心身li沼害者世帯など約3万5,000戸にはエアコンの

設骰も併せて決定した。

また、応急仮設住宅用地として、住宅・都市整

避難所から仮設住宅へ。久しぷりの家族団らん
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雁用調整助成金を活用し、雁用の維持・失業の

防止を図るとともに、被災失業者の公共事業への

就労促進に関する特別措骰法の活用等により雇用

の促進を図ることとした。

＜荊用調整助成金の特例措置の実施等〉

被災地域内の事業主及ぴその下硝事業主が労働

者を1木業させる場合等において、業種の如何を問

わず屈用調監助成金制度を特例的に適用するとと

もに、引き続き高率の助成を実施することとした。

く屈用保険失業給付の特例支給等〉

被災による事業所の休業や一時的離職により負

金を受けられない被保険者に対する失業給付の特

例支給等を行うこととした。



＜労働災害防止等のための対策の推進〉

復旧・復興工事に従事する労働者に対する特別

安全衛生教育、工事現場の巡回指磁、石綿除去工

事における健康節害防止対策を実施することとし

がヽ0

くその他〉

集団面接会の実施、労災病院等の整備等を行う

こととした。

3 保健 ・ 医療 • 福祉の充実

く社会福祉施設の災害復1日事業等〉

社会福祉施設の辿やかな復旧を図るとともに、

施設における受入体制の整備やホームヘルプサー

ピス等の在宅サービスを推進することとした。

く医療施設等の災害復旧事業等〉

被災した医療施設の速やかな復旧を図るととも

に、応急仮設住宅の入居者をはじめ住民の保健医

療対策について、県 ・市町の実施する事業を支援

することとした。

＜健康保険組合助成、 国民健康保険助成〉

一部負担金、保険料の免除等の措囲に対し、保

険者への財政支援を行うこととした。

＜緊急歯科保健医療事業の推進〉

被災地における歯科検診等の事業を推進するこ

ととした。

くその他〉

各種貸付事業の円滑な実施等に必要な財政措置

を購ずることとした。

4 学業支援対策

く学骰の免除等〉

今回の震災により、 学股負担者が死亡したり、

学生や学股負担者が災害を受け、授業料 ・入学料

の納付が困難であると認定された場合には、国立

学校の授業料・入学料が免除されることとなった。

第 1泣政府 ・各省庁等の対応

また、公立学校の授業料等についても、今回の地

姦により被災し、学骰の納付が困難となった学生

生徒に対する配胞を、公立大学及ぴ教育委員会に

要硝し、各教育委員会等において、全額免除や手

続きの簡索化等の対応がとられた。

さらに、緊急に奨学金が必要となった場合には、

臨時に申請を受付、奨学金が抒与されることとな

った。また、教科害を滅失 ・ 損傷した児臨 • 生徒

に対して速やかに再配付が行われた。

く受験生等への支援〉

被災した受験生を対象とした特例の入試を全国

の国公立大学及び約40の私立大学等で実施したほ

か、高校入試に関し、被災地域の生徒の受験機会

の確保など特別の配胞を全国の教育委員会に要請

し、各教育委員会や私立高校において、入試日程

や選抜方法等につき弾力的に対応した。

＜児蛮生徒等の転入学等に閲する措臨〉

被災地の児箪生徒等の転入学に当たって、転入

学の手続きや教科習の無伯配付等について弾力的

な取扱いを要請し、全国各地の学校において、特

段の配應がなされた。

また、被災地における児蛮生徒の課程の終了、

卒業及び単位認定等の弾力的取扱いを要硝し、各

学校において配應がなされた。

5 その他の措置

く国税及び地方税の申告 ・納付等の期限延長〉

国税については、多大な被害を受けた神戸市等

18市町（指定地域）の納税者の申告、納付等の期

限が5月31日まで延長された。また、指定地域内

の個人納税者が、大裳災の被害を受けたことによ

り平成 6年分の所得税 ・消骰税の確定申告 ・納付

を相当の期間できない場合には、その申告 ・納付

を平成 8年 3月までに行えばよいこととするなど

の措罹が諧じられた。

地方税についても、関係地方公共団体において、
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第 5編 復IEI・復興対策

被災納税者に対して、国税に係る措骰に準じて、

申告 ・納付等の期限の延長の措置が購じられた。

＜郵便貯金及び簡易保険の非常取扱い等〉

通帳、証書、印雌等がない場合でも、本人確認

により、支払い等を行う郵便貯金等及ぴ簡易保険

の非常取扱いを実施した。

また、被災者あて電信為替 （窓口払）の料金免

除、郵便貯金の期限内払戻 しの特別措器、簡易保

険の契約者貸付の貸付利率の引下げ等を実施した。

第 5 財政措置対策

激甚災害の指定等

政府においては、阪神・淡路大裟災の被害の甚

大性等に考廊し、阪神 ・淡路大誕災を激甚災害に

指定するとともに、 当該災害に適用すべき次の施

策を指定した（「阪神・淡路大姦災についての激甚

災世の指定及ぴこれに対し適用すべき措骰の指定

に関する政令」 平成 7年政令第11号）。

i 公共土木施設災害複旧事業等に関する特別の

財政援助

ii J.：と地等の災害復1日事業等に係る補助の特別措

栢：

iii Jli林水産業共同利用施設災雹復旧事業般の補

助の特例

iv 中小企業信用保険法による災害関係保証の特

例

V 中小企業近代化査金等助成法による箕付金等

の1i狂遠期間等の特例

vi 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対す

る補助

vii 中小企業者に対する査金の融通に関する特例

viii 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助

ix 私立学校施設災害復旧事業に対する補助
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x 市町・村が施行する伝染病予防事業に関する負

担の特例

xi 母子及び森婦福祉法による国の1芍付けの特例

氾i り災者公営住宅建設事業に対する補助の特例

xiii 小災轡僻に係る元利償返金の碁準財政需要額

への尊入等

xiv 雁用保険法による求職者給付の支給に関する

特例

2 特別財政援助法等による国庫補助の

特例

阪神・淡路大誕災が未曾有の被害をもたらした

ことなどを考廊し、前述(1 激甚災害の指定等）

の施策に加え、特別の措粧として「阪神・淡路大

誕災に対処するための特別の財政援助及ぴ助成に

槻する法律（乎成 7年法律第16号）」を制定した。

また、政府においては、同法及ぴ「阪神 ・淡路大

裟災についての激甚災害の指定及ぴこれに対し適

用すべき措骰の指定に関する政令」 等に基づき、

阪神 ・淡路大震災地域の早期復典と住民生活の早

期安定・再建を固るとともに、地方公共団体、公

的機1対等の財政負担を軽滅するため、次に掲げる

補助の特例措骰等を購じた。

特別財政援助法等による国庫補助の特例措匿

(1) 道路、港糊等の公共土木施設、公立学校、

社会福祉施設などの災害復旧事業に係る国廊

負担率の嵩上げ等を行う 。

(2) 市町村が施行する伝染病予防事業に対し、

3分の 2の国廊負担を行う。

(3) 母子及ぴ狂婦福祉法による県の貨付につい

て、その財源に対する国の貸付頷のh粗領を行

゜
、1

(4) 公立社会教育施設の災害復旧事業に対し、

3分の 2の国即補助を行う。

(5) 小災害佃に係る元利倣遠金について、基準



財政需要額への罪入等を行う。

(6) J此地、農業用施設等の災害復IEJ事業等に係

る国廊負担率の窃上げ等を行う。

(7) 農林水産業共同利用施設の災害復旧事業に

係る国1庫負担率の窃上げを行う。

(8) 私立学校の災害復旧事業について、 2分の

1の国廊補助を行う。

(9) 学校法人 ・準学校法人立の専修学校及び各

種学校のうち外国人学校の災害復旧事業につ

いて、 2分の 1の国廊補助を行う。

(10) 特定被災地方公共団体又は社会福祉法人の

設散する社会福社施設であって、老人デイサ

ーピスセンター、精神瑯弱者通勤寮等の激甚

災害法による国廊負担率の烈上げの対象外で

あるものの災害復旧事業について、 3分の 2

の国廊補助を行う。

(11) 社会福祉法人の設箭する社会福祉施設であ

って、老人デイサーピスセンター、精神瑚弱

者通勤寮等の激甚災害法による補助率の窃上

げの対象外であるものの災害復旧事業につい

て、 3分の 2の国廊補助を行う。

(12) 水道施設の災害後1日事業について、 10分の

8又は 2分の 1の国1庫補助を行う。

(13) 一般廃梨物処理施設の災害復旧事業につい

て、 10分の 8の国廊補助を行う。

(14) 火葬場の災害復旧事業について、 3分の 2

の国廊補助を行う。

(15) と蓉場の災害復旧事業について、 3分の 2

の国庫補助を行う。

(16) 公立病院の災害復旧事業について、 3分の

2の国廊補助を行う。

(I 1) 日赤等の公的病院及ぴ救急医療を担う民11へil

病院の災害復旧事業について、 2分の 1の国

庫補助を行う。

(18) 看護婦宿舎の災害復1口事業について、 2分

の 1の国廊補助を行う。

(19) 公園、街路、都市排水施設の災害復旧事業

第 1う，‘£ 政府 ・各省庁節の対応

について、 10分の 8の国廊補助を行う。

(20) 改良住宅等の災害復旧事業について、 10分

の 8又は 3分の 2の国）車補助を行う。

(21) 特察施設の災害復旧事業について、 3分の

2の国J車補助を行う。

(22) 消防施設の災害復旧事業について、 3分の

2の国）車補助を行う。

(23) 鉄道の災沓復IB事業について、 4分の 1の

国）車補助を行うとともに、補助要件の緩和を

,-・、
11’つ。

(24) 神戸港埠頭公社のI卓壁節の施設の災害復旧

事業について、 10分の 8の固）ili補助を行う。

(25) 神戸市の港約機能施設の災害復旧事業につ

いて、 2分の 1の国渾補助を行う。

(26) 阪神高速道路の災害復旧事業について、 10

分の 8又は 3分の 2の国廊補助を行う。

(21) 交通安全施設の災害復旧事業について、10

分の 8の国廊補助を行う。

(28) 工業用水道の災害復旧事業について、10分

の 8又は100分の45の国即補助を行う。

(29) 事業協同糾合奇年の共同施設の災害復旧事業

について、販売施設を補助対象に追加すると

ともに、 2分の 1の国祁補助を行う。

(30) 卸売市場の災害復旧事業について、 3分の

2又は 2分の 1の国即補助を行う。

(31) 商店街振興組合等の共同施設について、 2 

分の 1の国J車補助を行う。

注） I (I)から(5)までの措置は、阪神・淡路大震災について

の激甚災害法の特例として、適用地方公共団体の早

期確定及び対象地方公共団体の拡大のため、特定被

災地方公共団体（政令により 、兵庫県、神戸市、尼崎

市、明石市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、 JII西
市、津名町、淡路町、北淡町、一宮町、五色町、東浦
町、緑町、豊中市が指定）に対して適用されている。

2 「阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援

助及び助成に関する法律」は、このような被災地方公

共団体に対する特別の財政援助のほか、社会保険の

加入者等に対する負担の軽減並びに中小企業者及び

住宅を失った者等に対する金融上の支援等の特別措

置を内容としている。
出典 ：「防災白害」平成7年版 国土庁
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3 地方財政措置

平成 6年度第 2次補正予邸において、国税の滅

収に伴う地方交付税への彩牌額については、地方

交付税の総領を第 1次補正予額後の額に固定し、

第2次補正では滅領を行わない拮貯を購じるとと

もに、地方交付税の総額に特別交付税300億円を加

邸する措骰を謂じた。

さらに、地方1費及び交付税について次の措附を

講じた。

(1) 災害復旧事業について

ア 激甚法及び特別財政援助法の適用対象とな

った事業

次の施設（庁舎第の公共施設を除く。）に係る事

業について補助災害復1日事業1翡の対象とした。

公共土木施設（河｝l|、道路、港湾等）

ii 農林水産業施設（かんがい排水、）農林道等）

iii 公立学校施設

IV 都市施設（街路、公園等）

v 社会福祉施設（県の市町村 ・社会福祉法人に

対する補助を含む。）

vi 社会教育施設

vii その他特別財政援助法対象事業

イ 阪神高速道路公団、神戸港埠頭公社、民間

鉄道事業者への地方公共団体からの補助金

新たに単独災害復113事業伯の対象とした。

ウ 公営企業に係る災害復旧事業

一般会計から特別の総出しを行う制度を創設し、

それに基づく繰出金について単独災害復IEI事業佃

の対象とするとともに、公造企業会計で起こす災

害復旧事業伯についても、その1伐遠期限を10年か

ら20年に延長することとした。

工 単独災害復旧事業債に係る元利償還金

単独災害復旧事業伯に係る元利倣遠金の交付税

措附率の引上げを図ることとした。
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(2) 震災復興事業用地の先行取得事業について

阪神 ・淡路大設災の被害の甚大性等を考胞して、

震災地域の復興を図り計画的なまちづくりを推進

するため、特定被災地方公共団体（特別財政援助

法第 2条第 1項に規定する団体）における一定の

要件に該当する公共用地の計画的な先行取得事業

に対して発行される公共用地先行取得等事業俯等

に係る金利負担の一部（2.5％相当）について、後

年度基準財政需要額に尊入することとした。

(3) 歳入欠かん対策 ・災害救助事業等について

ア 地方税の減免による減収補てん対策

（ア） 災吾発生年度である平成 6年度のみでなく、

平成 7年度においても歳入欠かんイiりを発行できる

よう、「阪神・淡路大震災に対処するための特別の

財政援助及び助成に関する法律」に所要の規定を

設けた。

（イ） 普通税のみならず、都市計画税及び事業所税

を新たに蔽入欠かん伯の対象税目に加えた。

（ウ） 地方税等の減税等に係る減収額については、

その全額について歳入欠かん伯の発行を許・可する

こととし、その元利倣述金について府県は80%、

市町村は75%（いずれも従来は57%）を特別交付

税により措附することとした。

イ 災害救助事業

災害救助事業に対する国肺負担金（兵即県の場

合100分の80以上）を除いた地方負担額 (100分の

20以下、残りは国Jilt補助）の全額について災害対

策佑の発行を許可することとし、その元利1伐遥金

の95％を特別交付税により措骰することとした。

ウ 災害清掃費（瓦礫処理）

地方負担額 (2分の 1、残りは国廊補助）の全

額について災害対策伯の発行を許可する こととし、

その元利償遠金の95％を特別交付税により措沼す

ることとした。



4 平成6年度及び7年度補正予算等に

第1;i'7i: 政府 ・各省庁節の対応

補正予罪が成立したことなどにより、各種施策の

円滑な実施を図ってきた。

おける阪神・淡路大震災対策 さらに、「阪神 ・淡路地域の復1日・復興に向けて

の考え方と当面購ずべき施策」に示された復1日・

政府は、阪神・淡路大裟災発生後、総力を挙げ 復典施策を推進するための財政措附として、平成

て応急復旧対策を進めてきた。また、各種施設の 7年度ネil]正予邸が5月19日に成立した。 このなか

復旧に関し国が行う補助率のかさ上げ等の特例措 で、阪神・淡路大震災関係経骰として 1兆4,000億

置や総額約 1兆200億円に及ぷ平成 6年度第 2次 円を上回る経骰が表 3のように計上されている。

表 3 平成 7年度補正予算等における阪神 ・淡路大震災対策の概要

平成 6年度第 2次補正予冥における阪神 ・淡路大裟災等1対係経'Pi 10,2231低円

平成 7年度ネiliIl刃予邸における阪神 ・淡路大裟災節関係経咄 14,293イ意円

平成 7年度第 2次補正子邸における阪神 ・淡路大誕災邪1於j係経骰 7,782低円

このほか、平成 6年度予備骰の使J.11(148低円〕、平成 7年度公共事業子葬の配分屯点化による1,"I散（約1,300イ稔円〕等も

踏じられている

「阪神 ・淡路地域の復l「I・ 1辺拠に向けて
平成 7年度補正予顎 平成 6 年度第 2 次hli」7/：．予•3]等

の考え方と 当ilij購ずぺき施策」の項H

1 被災地における生活の平常化支援 466似円 1,293億円

(6年度予1#1＇ilt 148億Pl)

2 がれき処理 1,357億円 343億円

(7年Jjt配分lli点化 21@.IJ) 

3 二次災守防止対策 127億円 96億11-l 

(7年l支配分匝点化 151岱FI)

4 迷沿機能の早期回復等 3,67H意1_fl 1. 199{稔lIl

(7年度配分煎点化 68低1l-l)

5 早期インフラ整備 3, 7251意「リ 4,3711意ドl

(7年9支配分重点化 495イ意1り）

6 耐誕性の向上対策等 465i意Pl 198億lリ

(7年度配分皿点化 382億円）

7 住宅対策 969億円 869低1リ

(7年度配分匝点化 185i意lり）

8 市街地の整備等 239億円 150億円

(7年度配分煎点化 62億円）， 雁用の維持 ・失業のli）i」|；等 105億lり
（ほか、労働保険特別会;11・

964億円）

10 保健 ． l医根 • 福祉の充実 431億円 173億円

11 文教施設の早期本格復II:l節 962億円 154i意．「り

12 股林水産1/Jil係施設の復1H等 252i意P:J l 72i意I―lj

(7年度配分諏点化 lOi岱ドJ)

13 経済の復躾 1,184f意円 609億円

14 復IEI ・ 復興を 1:I―lifi•に辿めるための横断的施策 15億円

15 地域の安全と円滑な交通流の確保 24低円 66億円

16 防災対策 228億円 65低1:L1

(7年度配分訊点化 90低円）

その他 72億円 463i稔jlj

出典：「時の動き」 1995年9月号総理府
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平成 7年度補正予邸は、瓦礫の 7年度中の処理や

災害復旧事業についての単年度復旧を可能とする

こと など、 応急 ・復IEIをおおむね完了させるもの

となっており、住宅などの復興施策についても現

時点で可能なかぎり必要経骰を計上している。

第 6 関係法令の整備等

阪神・淡路大震災に係る法律

また、平成 7年度第 2次補正予邸では、7,800億

円にのほる経骰が計上された。

政府においては、阪神 ・淡路大裳災の災害に伴

う今後の様々な問題に対処するため、社会 ・経済

的な支援、財政上の補正等について新たに、表 4

の法律を定めた。

表 4 阪神 ・淡路大震災に係る法律一琵

所管省｝ヤ 閣議決定 成立 公布 ・施行

法 9 地方税法の一部を改．i[する法律 自治省 2月17|」 2月17|」 2月20II 

法10 災牝被災者に対する租税の減免、徴収猶予等に1刻する法祁 大蔵省 2月17「l 2月17H 2月20日

の一部を改在する法律

法11 阪神・ 淡路大裟災の被災者等に係る匝1税1対係法律の1珈l寺特 大蔵省 2月171―l 2月171―l 2月20El 

例に関する法律

法12 阪神 ・淡路大哀災復典の基本方針及び魚ll織に関する法祁 総理府 2 J-l17LI 2月22LI 2 H24 LI 

国土庁

法14 被災市街地復典特別桔iifi法 建設省 2月17n 2月24El 2月26日

法16 阪神 ・淡路大裟災に対処するための特別の財政援助及ぴ助 国土庁 2月24ll 2月2811 3月1l1 

成に関する法律 他

法17 阪神 ・淡路大姦災に対するための平成 6年度における公ifi 大蔵省 2月241:1 2 }-J 281:I 3 J-1 1 ti 

の発行の特例等に1対する法祁

法18 平成 6年度の地方交付税の総額の特例等に関する法律 自治省 2月2411 2月28n 3月1H 

法19 阪神 ・淡路大媒災に伴う許可等の有効訓：i1の延長等に1具1す 総務庁 2月24Fl 2月281―I 3月lFl 

る緊急、fi＼散法

法20 阪神 ・淡路大謀災を受けた地域における被災失業者の公共 労働省 2月241」 2 H281:l 3月 1H 

ll9業への就労促辿に1対する特別1/!it附法

法25 阪神 ・淡路大姦災にf|＇，う 地方公共団体の議会の議且及び長 自治省 3月31::I 3月3n 3月131□1

の選糸JOll1等の1m.11寺特例に関する法名It

法31 阪神 ・淡路大裟災に伴う民事調f;f・法による調イ序の中立ての 法務省 3)--j7 H 3H101-1 3月171-1

手数料の特例に関する法祁

法42 阪神 ・ 淡路大裟災に1半う法人の破産直：告及び会社の•最低査 法務省 3月14H 3月17H 3月24Fl 

本金の制限の特例に1対する法律

法43 被災区分所有建物の再建等に1剥する特別す1,'ii社法 法務省 3 /-l 1411 3月17rl 3H24EI 

法48 阪神 ・淡路大設災の被災者節に係る国税関係法律の臨時特 大蔵省 3月24[I 3月24FI 3 H 27日

例に関する法律の一部を改正する法律

法49 地方税法の一部を改」．じする法律 自治省 3月24Fl 3 J-j 241=1 3月27l'l 

出典 ：「防災白書」平成 7年版 国土庁
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2 災害対策基本法及び大規模地震対策

特別措置法の一部改正

政府は、阪神・淡路地域の災害応急 ・復旧対策

に全力を傾注する一方、この大震災を教訓に防災

対策の全面的な見直しを凶るため、防災問題愁談

会を設骰して、我が国の防災体制の在り方につい

ての検討を行うとともに、緊急を要する事項につ

いて災雹対策の最も基本となる災害対策基本法を

直ちに改正することとした。

今回の大誕災では、車両の通行が著しく 1洋滞し、

災宵応急対策を実施する車両の通行に支隙となり、

また消防ホースの上を車両が通行して無残にもホ

ースが破損するという事態が随所でみられた。

この状況を考胞し、まず、災宵時の緊急通行車

両の通行を確保するため、災宵対策基本法の一部

を改正し、 9月1日から施行された（「災宵対策

基本法の一部を改正する法律」平成 7年法徘110

号）。

この改正では、都逍府県公安委且会による災害

時の交通規制に1葵lする拮骰を拡充し、車両の運転

者の義務、特察官、自衛官や消防吏員による緊急

通行車両の通行の確係のための措甜などを定めて

いる。

改正の概要は、次のとおりである。

i 都道府県公安委員会による災害時における交

通の規制に関する村罪月の拡充（近接都道府県に

おける規制、発災直前の規制、区域指定による

規制）。

ii 通行禁止等が行われた場合の車両の巡転者の

義務。

iii 舒察官による緊急通行車両の通行の確保のた

めの措甜（車両その他の物件の移動等の措骰命

令、強制措附など）。

晋察宮がいない場合に限り、自術官及ぴ消防

吏員はこの措散を購ずる ことができる。

第 1i江 政府 ・各省庁節の対応

IV 国家公安委呉会の閾係都道府県公安委員会に

対する通行禁止等に関する指示。

V iiiの強制措囲に係る車両そのほかの物件の破

損についての損失補11r。

さらに、 9月11日の防災問題懇談会の提言を踏

まえ、 12月8Elに 「災害対策基本法及ぴ大規模地

震対策特別措骰法の一部を改正する法律」（平成 7

年法律132号）が公布された。

改正の概要は、次のとおりである。

災害対策基本法の一部改正の概要

I 総則

(1) 地方公共団体の相互の協力

地方公共団体は、防災上の貴務を十分に果

たすため、相互に協力するように努めなけれ

ばならないこととすること。

(2) 住民等の毀務

地方公共団体の住民は、自ら災街に備える

ための手段を講ずるとともに、自発的な防災

活動に参加する等防災に奇与するように努め

なければならないこととすること。

(3) 施策における防災上の配胞

国及ぴ地方公共団体が特に実施に努めなけ

ればならない事項に、以下の事項を追加する

こと。

① 交通、 1柑報施設等の都市機能の集梢に対

応する防災対策に関する事項

② 火山現象等による長期的災害に対する対

策に1紺する事項

③ 地方公共団体の相互応援に関する協定の

締結に1具lする事項

④ 自主防災組織の育成、ポランティアによ

る防災活動の塚境の整備その他国民の自発

的な防災活動の促進に関する事項

⑤ 高齢者、1旅’沓者絆に対する防災上必要な

措附に関する事項

⑥ 悔外からの防災に1対する支援の受入れに
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関する事項

⑦ 被災者に対する的確な梢報提供に関する

事項

2 防災に関する組織

(1) 中央防災会議

① 非常災害対策本部の設附についての中央

防災会議への諮問を不要とすること。

② 中央防災会議の委員は、国務大臣及び学

識経験者のうちから任命することとするこ

と。

(2) 都道府県及ぴ市l町村の災害対策本部

① 災害対策本部の設i'li'：についての地方防災

会議への諮問を不要とすること。

② 災害対策本部に、現地災害対策本部を罰

くことができることとすること。

(3) 非常災害対策本部

① 非祁；災害対策本部及ぴ現地災雹対策本部

を設罰するに当たり 1紺議を経ることを要し

ないこととすること。

② 非常災害対策木部に、非常災害現地対策

本部を近くことができることとすること。

③ 非常災宮現地対策本部長に対し、非常災

害対策本部長の椛限の一部を委任すること

ができる •こととすること。

(4) 緊急災宙対策本部

① 著しく巽常かつ激甚な非常災害が発生し

た場合において、災害応急対策を推進する

ため特別の必要があると認めるときは、緊

急災害対策本部を設沼することができるこ

ととすること。

② 緊急災害対策本部長は、内閣総理大臣を

もって充てることとすること。

③ 緊急災害対策本部員は、緊急災害対策本

部長及ぴ緊急災害対策副本部長以外のすべ

ての国務大臣及び国務大臣以外の指定行政

機I葵lの長のうちから内閣総理大臣が任命す

る者をも って充てることとすること。
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④ 緊急災害対策本部に、緊急災害現地対策

本部を附くことができることとすること。

⑤ 緊急災害対策本部長が、災害応急対策を

的確かつ迅辿に実施するため特に必要があ

ると認めるときに必要な指示をすることが

できる対象に、関係指定行政機関の長等を

追加すること。

⑥ 緊急災害現地対策本部長に対し、緊急災

害対策本部長の権限の一部を委任すること

ができることとすること。

3 防災計画

防災碁本計画で定める防災業務計画及び地

域防災計画において国点を附くべき事項につ

いて、その概要に関する規定を削除すること。

4 防災訓練のための通行禁止等

都道府県公安委員会は、防災訓練の効果的

な実施を図るため特に必要があるときは、必

要な限度で、区域又は道路の区間を指定して、

歩行者又は車両の通行を禁止し、又は制限で

きることとすること。

5 災害応急対策

(1) 被害状況等の報告

① 市町村が都道府県に報告することができ

ない場合の災害の被害状況等の報告先を内

閣総理大臣とすること。

② 市町村、都道府県等は、被歯状況等の報

告に係る災害が非常災害 と認められるとき

は、 当該非祁；災害の規模の把握のため必要

な梢報の収集に特に意を用いなければなら

ないものとすること。

③ 内閣総理大臣は、市町村、都道府県等か

ら受けた報告に係る事項を、中央防災会議

に通報するものとすること。

(2) 都道府県知事による避難の指示等の代行

災害の発生により市町村がその全部又は大

部分の事務を行うことができなくなったとき

は、当該市町村の市町村長が実施すべき避難



の指示等の措囲の全部又は一部を都道府県知

事が代わって実施しなければならないことと

すること。

(3) 災害派造を命ぜられた部隊等の自衛官の権

限

災害派造を命ぜられた部隊等の自衛官は、

災害が発生し、又はまさに発生しようとして

いる場合において、市町村長等、普察官及ぴ

海上保安官がその場にいない場合に限り、以

下の市町村長の職権を行うことができること

とすること。この場合において、当該市町村

長の職椛を行ったときは、直ちにその旨を市

町村長に通知しなければな らないこととする

こと。

① 野戒区域の設定、立ち入り制限・禁止、

退去命令

② 当該市町村の区域内の他人の土地等の一

時使用等

③ 現場の被災工作物等の除去等

④ 当該市町村の区域内の住民等を応急措附

の業務に従事・させること

(4) 災害派造の要睛の要求等

① 市長村長は、応急措囲を実施するため必

要があると認めるときは、都道府県知事に

自衛隊の災害派逍の要請をするよう求める

ことができることとすること。

② 市町村長は、①の要求ができない場合に

は、その旨及び災害の状況を防衛庁長官又

はその指定する者に通知することができる

こととすること。この場合において、当該

通知を受けた防衛庁長官等は、自主派辿を

することができることとすること。

③ 市町村長は、②の通知をしたときは、辿

やかに都道府県知事に通知しなければなら

ないこととすること。

6 被災者の救助に係る海外からの支援の受入

れについての緊急措置

第 1?：i-: 政府・各省庁等，~の対応

災害緊急事態に際し法律の規定によっては

被災者の救助に係る海外からの支援を緊急か

つ円満に受け入れることができない場合にお

いて、国会が閉会中節のためその措牲を待っ

いとまがないときは、内閣は、当該受入れに

ついて必要な措閥をとるため、政令を制定す

ることができることとすること。

大規模地震対策特別措置法の一部改正

I 地震災害贅戒本部

(1) 地震災害替戒本部員は、地誕災害晋戒対策

木部長及ぴ地震災宙特戒副本部長以外のすべ

ての国務大臣をもって充てるものとすること。

(2) 地誕災害替戒本部が、地震防災応急対策等

を（l勺確かつ迅辿に実施するため特に必要があ

ると認めるときにその必要な限度において必

要な指示を行うことができる対象に指定行政

機閾の長等を追加すること。

3 消防組織法の一部改正

自治省消防庁では、阪神・淡路大震災での教訓

を踏まえ、甚大な被轡に伴う大規模災害での緊急、

を要する人命救助等のため、被災地へ迅速かつ大

批の救助部隊等を出動させ、糾織的な消防の広域

応援を行う必要性があるとして、消防組織法の一

部を改正し、災害の規模等に！！t1らし緊急を要する

場合等における消防の応援に関する特例を創設し

て10月27日に公布・施行した。

改正の概要及び広域消防応援体制図は、図 1の

とおりである。

く消防の応援に1渕する緊急時の特例の創設（第24

条の 3関係）〉

i 消防庁長官は、災害の規模等に照らし緊急を

要し、都道府県の知事からの要請を待ついとま

がないと認められるときは、要請を待たないで、
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図 1 大規模災害時における緊急の広域消防応援体制の整備（消防組織法の一部改正）

応援の要蘭'1
ロニ大規校災害において都道府県知事の要閉

を待ついとまがない場合、要酌を待たない

で応扱のための措訟を求めることができる。

特に、緊急を要し、迅辿な広城il1防応扱

が必要である場合には、自ら市町村北に応

扱出動等の措訟を求めることができる。

なお、関係都道府ln知 I`~に辿やかにその ＇

旨を通知する。

l 応援のための

桔附を要求

災密の発生した市町村

の1成する部迅府県知<li
,.......................................... ~ 他の都道府県知？lt

応援，'I'，動の指示

応援出動筈

の1itf仕要求

-

·· · ·· ······· · ······························ ···· ·· · ··• •'••····· · · · · ·· ·································· ······ ー ・・、

・↓ 

|ii]一都道府l¥}内

の他の市町村長
応援活動 災屯の発生した

市町村長
応援活動 他の都追｝（寸！＼りの

市町村長
-
[

-

-
t

.

 
―

t

-

tll五応援協定 相互応援協定

注）実線（一 ）は現行の手続き
点線(•• • ••• )は今回の改正による特例

消防庁貸料より

災害発生市l町村のため、他の都道府県の知事に

対し、消防の応援のため必要な措附をとること

を求めることができるものとすること。

ii 消防庁長官は、人命の救llj)等のために特に緊

急を要し、かつ、広域的に消防機関の職員の応

援出動等の拮附を的確かつ迅速にとる必要があ

ると認められるときは、災害発生市町村のため、

他の市町村の長に対し、応援出動等の措附をと

ることを自ら求めることができるものとするこ

と。

4 緊急消防援助隊の創設

平成 7年 5月27日地震防災対策シンポジウム

（神戸市）において、自治大臣より緊急消防援助

隊の構想を表明したところ、その趣旨に1奇同し、

緊急消防援助隊に協力する消防機閾の代表によ っ

て 6月30I::Iに発足式が挙行された。

この緊急消防援助隊は、阪神 ・淡路大誕災で地

元消防本部、消防団はもとより、消防庁からの出

動要睛を受けて、全国の41都道府県、 451消防本部

から延ぺ約 3万2,400人の消防職員が広域消防応

援活動を実施し、消火、救急、救助活動に従事し

た経験を生かした部隊で編成されている。それに

伴う究機材の整備骰など必要な経骰を平成 7年度

補正予邸で計上した（補助金総額約22億5,000万

円。既に 5月191:1に成立、今後 5カ年で計画的に

整備予定）。

緊急、．i肖防援助隊の目的は国内で発生した地裟等

の大規模災害時における人命救助活動等をより効

果的かつ充実 したものとするため、全国の消防機

槻による迅辿な援助体制を整備することである。

なお、自治省消防庁では、緊急消防援助隊要網
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を10月30日に制定 ・施行した。

緊急、．i肖防援助隊の概要は次のとおりである。ま

た、その出動体{|illは図 2のとおりである。

＜緊急消防援助隊の基本的な仕絹み〉

設岡

緊急il1防援助隊は、その設附に協力する市lIII村

（東京都特別区を含む。）に設附される。

ii 任務

緊急消防援助隊は、指揮支援部隊、救助部隊、

救急部隊、消火部隊及び後方支援部隊から構成さ

れ、国内における大規模災害（当該災杏が発牛し

た市町村のI屈する都道府県内のilり防力をもってし

てはこれに対処できないものをいう 。）の発生に際

し、消防庁長官の要訥（消防組織法第24条の 3に

規定する所要の手続きによるもの）によって出動

し、被災地に係る市Ill̀［村・長の指揮の下に、次に掲

図2 緊急消防援助隊出動体制の概要

隣接市l町村
協定に基づく応援出動

< 

第 1咲政府 ・各省庁等の対応

げる活動約を任務とする。

i)指揮支援部隊

大規模災害の発生に際し、ヘリコプター等で

辿やかに被災地に赴き災害の規模、現地消防本

部の活動状況等を収集し、応援出動の必要性を

消防庁及びI~係のある地方公共団体の機1対に辿

絡するとともに、被災地における緊急消防援助

隊に係る指揮が円沿・に行われるように支援活動

を行う 。

ii)救JJ)J、救急部隊

閲j}斐な狩機材を携行して被災地に急行し、辿

携して人命救JJ)J活動等に当たる。

iii)消火ffl.i隊

近隣都逍府児域からの応援部隊によ って必要

なポンプ中等 を確保 し、辿やかな泊火活動的に

当たる。

iv)後方支援部隊

グ{‘i!「；；t'l:Tlilllfオ•1·

↑ ↑ ↑ 

広域協定に基づ く1＇|iiJJ

近阻都逍府県域内市町村

緊急illi防援助隊

救JJ））部隊

救急部隊

後方支援部隊

指揮支援部隊

《災害の状況に応じて緊急消防援助隊以外の隊が出動することもある）

統一協定に碁つ¢

く1111,illJJ

救助部隊

救急部隊

後方支扱部隊

注） l 緊急消防援助隊は、被災地の市町村長（又は委任を受けた消防長）の指揮の下に活動する。

2 指揮支援部隊は先行調査のためヘリ コプター等で速やかに被災地に赴く 。

3 緊急消防援助隊の交替要員又は必要物貸等の搬送等の用に供するため必要があるときは、全国の消防 ・防災ヘリ

コプターによる広域航空消防応援を実施する。

4 自衛隊機等による部隊の輸送等、緊愈消防援助隊は、関係行政機関との連絡調整を行いつつ活動する。

5 緊急消防援助隊は、被災地において救命医療活動を行う医師等と連携して行動するよう努める．

出典： 「消防研修」1995年第58号消防大学校
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救助、救急部隊等の活動を支援するために必

要な補給物査や給水約の機能を備えた支援車を

翰送する。

編成

緊急消防援助隊の部隊の単位は、指揮支援部隊、

都道府県隊（大隊）、部隊（中隊）及び隊（小隊）

とし、 それぞれ指揮支援部隊長、都道府限隊長、

部隊長、隊長が各単位の部隊の長となる。

i)指揮支援部隊

指揮支援部隊は、 全国を 8つのプロックに分

けた災宜発生地域別に編成するものとし、その

地域の区分並ぴに当該地域に係る部隊長及び隊

貝の所1紙するil'i防本部をあらかじめ定めておく

こととする。この隊貝は、原則としてヘリコプ

ターを有する梢防本部の管理職且をもって允て

ることとする。

また、 ilり防庁長官は、 iiり防庁と緊急、ti'j防援助

隊との辿絡調腺活動の適切な遂行を図るため、

必要に応じ指揮支援部隊と行動を：共にする‘il'j防

庁職員を被災地に派・迫する。

ii)都迫府児隊

都道府県隊は、当該都道府児の区域内の市町

村に設附された救助部隊、救急部隊、消火部隊

及ぴ後方支援部隊をもって編成する。 ただし、

泊防庁長百は、必要があると認めるときは、は

しご隊、照明隊等特殊な消防業務に従事するil'i

防隊を編成に加えることができる。

また、都道府県内の消防機関は、その協議に

より、当該都道府県隊の出動に1対する辿絡調整

を行う代表消防機閾を定めるものとし、当該都

道府県隊長には、代表ii'il坊機関の泊防職員を充

てる。

iii)救助部隊

原削として、各者II追府県ごとに、専任の特別

救助隊の中から、 2隊（東京都及び政令市を含

む道府県においては 4隊）以上を選定し、消防

本部ごとの隊数をil'j|i)j庁に登録するものとする。
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この救助部隊には、救助」：作I|i.III型（救ll)LL

炉 ItII型に四輪駆動、前後引きウィンチ、I.fl」--

泊llf上昇式発心照明設備、市戟無線機等を加え、

一般J中1救ll)J咬機材の他に，＇,、：渡救 ll))用探機材を利t

叔できるスペースを備えたもの）及び高度救助

JI I究機材（ファイバースコープ、サーチカム、

地中音靱探知器、熱jili/f象直視装附、夜Ilij)廿II音視

装附、泣磁波による要救助者探究装『｛等）

えることとする。

iv) 救怠部隊

を1jiii

原則として、各都道府限ごとに、救急隊（救

急救命士を含む。）2隊（束京都及び政令市を合

む道府県においては 4隊）以上を選定し、消防

本部ごとの隊数をil'i防庁に登録するものとする。

この救急部隊には、災寓対応型特殊救急自動

車 (I/Jd輪駆動の高規格救急自動車）及び高度救

命用咬機材を備えることとする。

v) ・ifi火部隊

原則として、発災1,1日に災宙の状況に応じ、

近隣都道府児域からの応援部隊によ って必要な

水槽付ポンプI|i.、化学車等が確保できるように、

都逍府県ごとに/J',動可能部隊数を確保し、 その

隊数をil'i防庁に報布するものとする。

なお、消火部隊について、救JJJJ部隊節と躾な

り、 ii,j防庁への翌録制としなかったのは、全国

的な配附状況からみて比較的偏在が少ないこと

と、救助、救急活動に先立ちまずil'i火活動が必

要であることから、できるだけ多くの部隊を近

隣都道府県域から出動する体制にしておくとい

う点を考胞したことによる。

vi)後方支援部隊

原l!llとして、各都逍府県ごとに、 1隊以上の

支援隊を確保し、iiり防本部ことの隊数を消防庁

に登録するものとする。

この後方支援部隊には、救助部隊、救急部隊

等が、被災地において現地消防本部に負担をか

けることなく自給自足できるように必要な補給



物査等を積載するとことができ、かつ、給水等

の機能を有する支援車を1iiiiえることとする。

また、後方支援部隊の支援能力は、おおむね

被災地到着後72時間を目途とする。これは、要

救助者の生存能力を考應すると、発災後3H間

の救援活動に全力を挙げるべきであるというこ

とと、 3日も経れば、第 2次の支援部隊による

補給活動が可能になるからである。

なお、総合的な広域防災応援の可能性を考え

ると、後方支援部隊には、現地での梢報収集等

を行う都道府県の消防・防災主管課の職員も同

行することが望ましいものと思われる。

iv 出動等

i)緊急消防援助隊の出動に必要な情報に関して

は、消防庁、都道府県及ぴ市町村の消防機閾等

の間で、相互に緊密な連絡をとる。

ii)大規模な災害の発生に際しては、まず、 当該

大規模災害に対する緊急消防援助隊への期待は大きい

第 lf笠 政府 ・各省庁等の対応

被災地を担当地域とする指揮支援部隊がヘリコ

プター等で先行調査のため、被災地に赴き、災

沓の状況、現地消防本部の活動状況、必要な応

援部隊の規模等について消防庁及ぴ被災地に係

る都道府県等に辿絡する。被災地に係る災害情

報ルートはこれだけではないが、緊急消防援助

隊の部隊迎用に当たる指揮支援部隊からの梢報

は、消防庁長官が、緊急消防援助隊の出動を要

梢するべきか否かを判断する際の諏要な要索と

なることは間述いない。

なお、消防庁長官から緊急消防援助隊への出

動要睛は、消防組織法第24条の 3の手続きに従

い、被災地に係る都道府県知事から消防庁長官

への要硝を受けて行われることとなる。

iii)消防庁長官は、緊急消防援助隊の出動の必要

が生じた場合において迅速かつ適切に活動する

ことができるように、あらかじめその出動計画
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を策定する。この策定に当たっては、部隊迎用

の任に当たる各指揮支援部隊長及ぴ指揮支援部

隊を構成する職員と協議し、災害の発生地域と

想定された地域に係る都道府県知事や市町村長

と密接に辿絡調整を行うこととなる。さらに、

計画策定後も、常に災害に関する1胄報を収集し、

出動に関する準備を整えておくことが肝要であ

る。

また、各都道府県隊にあっては、想定される

出動方面別に集合場所等を定めた実施計画を進

めておく必要がある。

なお、大規模な災害の発生に際しては、その

発生場所及ぴ規模等をあらかじめ策定された出

動計画に照らすと出動が予想される消防機関は、

速やかに緊急消防援助隊の出動の準備を行わな

ければならない。

iv)最も早く被災地に出動するのは、 現地消防本

部の消防隊、救急隊であろうし、相互応援協定

に基づき近隣の消防本部からの応援部隊も活動

を開始しているであろう （このなかには、緊急

消防援助隊として編成されているものも含まれ

る。）。消防庁長官の要請により広域的に出動し

た緊急消防援助隊は、現地消防本部はもとより

被災地の近隣の消防機関が行う消防の応援活動

とも緊密に連携する必要がある。この場合に、

緊急消防援助隊の指揮支援部隊長は、緊急消防

援助隊の運用を行うとともに、現地消防本部の

消防長の指揮活動の補佐をすることになるので、

この点を十分留意した指揮の助言及ぴ部隊運用

を行わなければならない。

<I堤係機関との連携〉

緊急消防援助隊の出動等に関しては、1見係機関

と適切な辿携を固ることが煎要であるが、その主

なものとしては、次のような事項が想定される。

i 医療救護班

災害現場において要救ll)J者が救助された場合、
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当該者が負傷していた場合には、担架等で負傷者

を選別（ トリアージ）する場所に運ぴ、軽症、中

等症、重症、死亡等に分類することとなる。搬送

の優先順位としての分類は救急隊員が行うことが

できるが、医師が分類を行えば治療の優先順位と

もなる。また、救急救命士が行う特定の高度な救

命処雅については、医師の臭体的な指示が必要と

されており、災害現場における医師等の辿携した

行動が求められる。

このような災害現場での救命医旅を行う医師等

との辿携を救助活動の初期の時点から行うために

は、これらのI戻師等の1行］釆のうえ出動することを

検討する必要がある。

ii 自衛隊

特に、初期の救助活動節の場面等において、自

衛隊と協力して活動することの重要性は言うまで

もない。さらに、通常の交通手段によっては、迅

辿なII-I・i動が行えないことが予想される地域におけ

る災害の発生に際しては、防術庁の協力を得て、

自衛隊の輸送機による部隊の輸送を行うことも想

定される。

iii 皆察

阪神 ・淡路大姦災での大きな教訓の一つに、交

通渋滞により被災現場への到昨が遅れないための

対策をどのようにするかがある。この点について

は、警察庁において、広域緊急援助隊が整備され、

その交通対策班が緊急交通路の確保及ぴ消防自動

車等緊急車両の先禅等に当たることとされている。

災害現場での協力が必要なことはもちろんである。

iv 応急手当ポランティア

消防機関の行う応急手当の普及購凹を修了し、

負傷者に対する応急手当を行うポランティアとし

て協力していただける方を事前に登録し、災害II寺

において効果的な活動が行えるような仕組みを検

討する。



＜緊急消防援助隊の編成結果と合同訓練〉

i 編成結果

緊急消防援助隊の編成作業については、 9月5

H付けで消防庁への登録が完了したと ころであり 、

その具体的内容は、次のとおりである。また、扱

助隊地区別編成については表 5のとおりである。

表5 緊急消防援助隊地区別編成表
（平成 7年9)-l5 11現在）

又」次L 録 部 隊 数
その他の

部隊数
地区名

ii'i ~Ji 指揮支 il'J火 特殊救助 救急、 後方支

本部数 扱行ll隊 計・
部隊 部隊 援部隊 部隊 部隊

北海逍 3 ， 4 4 1 62 5 

東 北 28 41 16 18 7 81 10 

関束 51 101 39 46 16 265 57 

東海 15 22 10 ， 3 59 2 
(25) 

束近畿 27 13 45 20 18 7 85 14 

近畿 20 40 17 20 3 79 14 

,,, 
I卦 19 34 14 15 5 50 8 

(8) 

四 固 14 20 8 8 4 25 2 

九州 31 51 22 20 ， 68 5 
(4) 

合計 208 13 363 150 158 55 774 117 
(37) 

注） 特殊部隊の（ ）は、消火部隊から入替え可能な部隊数
であり、特殊部隊の外数である。
北海道地区…北海道
東北地区…••青森、 秋田、岩手、山形、宮城、 福島、新

潟

関東地区……群馬、栃木、茨城、埼王、千葉、東京、神
奈川、山梨、長野、静岡

東海地区……愛知、岐阜、三重
東近畿地区••宮山、 石川、福井、滋賀、京都、奈良、和

歌山

近畿地区・・…•大阪、兵庫

中国地区…••岡山、 島取、 広島、島根、 山口

四国地区・・・・・香川、徳島、 愛媛、高知
九州地区•…•福岡、佐賀、 長崎、熊本、大分、宮崎、 鹿

児島、沖縄
消防庁安料斗より

i)消防庁登録部隊（各都道府県域ごとに隊を編

成し、全国から集約的に出動）

208消防本部 376隊（交替要員を含め約4,000

名規模）

（内訳）

指揮支援部隊 13隊

救助部隊

救急部隊

第 1瓶政府 ・各省｝ヤ節の対応

150隊

158隊

後方支援部隊 55隊

ii)県外応援可能部隊（近隣都道府県において必

要部隊数を確保）

891隊（交替要員を含め約 1万3,000名規模）

（内訳）

消火部隊 774隊

特殊部隊（はしご隊、照明隊等） 117隊

iii)総計1,267隊（交替要因を含め約 1万7,000名

規模）

ii 合同訓練

緊急消防援助隊の設器に協力する消防機関が参

加し、東京において大規模な都市型災害が発生 し

た場合を想定して、倒壊ビルや崩壊地下街等から

の救出等本番さながらの合同訓錬を＇夷施した。

i) H ll寺

平成 7年11月28El (1()午後から翌29日（水）12時00

分まで

（式典日時： 29日911寺30分から12時00分まで）

ii)場所

東京都江東区盟洲 6丁目 3番16号

東京ガス盟洲工場跡地

iii)参加部隊等

• il’i防本部 訓練に協力する消防本部

・車両等 100隊以上（ヘリコプターを含む。）

・参加人具 1,500名程度

iv)主な訓純項目

・1fi報伝逹訓練及ぴ野営訓練等

・地震による建物倒壊、ピル座屈、高速道路崩

壊、地下街崩壊等からの救出救助要領

・大規模事故によるガス漏れ、列車事故の応急

処慨及び救助救出要領

．危険物火災による化学車放水及び市街地火災

による述距離送水要領
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施設等の復18状況

今般の阪神 ・淡路大震災は、我が国における社会的な諸機能が高度に集梢する都ili

を直撃した初めての都市直下型地姦であり、発災後における各種の応急活動を迅辿か

つ的確に展14廿1する行政機l!J!lなどの中枢機能が自ら被災するとともに、応急、 ・復1日活動

に必要不可欠な交通路、港糊施設等のインフラ施設、 水迅 ・池気 ・ガスのラ イフライ

ン施設等、各種の機能が秤しく捐壊した災‘,;1子であ った。

第 1 供給・処理ライフライン

施設の復旧状況

相互援JJ)）に関する此咽に基づいて、大都市に11心急

給水支援を要訥した結果、 当I―lの夕方には避難所

となっている170校の小学校を中心に応急給水を

開始した。翌18Hには、湘上自衛隊、海上保安庁

孵の給水船での応急給水も1非l始された。全国から

数多くの応援を得て、区13に示すように応急給水

上水道施設では、震災直後、兵J庫県、大阪府等 は行われた。 ピークII寺には83者IE|］や自衛隊節から

上水道施設・下水道施設

の 9府県68市町村の水逍4汲業及ぴ 3水道水供給4i の応援を含めて432台の給水タンク車が）心急給水

業の水逍施設が被災し、約127万戸が断水した。翌

Hまでに復旧した地域を除く 9市 5町においては

断水が継続した。このため、被災
図 3 給水車数の推移

に当たった。

やがて、通水した地域には‘il’j火栓等に仮設給水

水道事業者は、全国43都道府県の

209水道事業者・水道用水供給事業

者か ら約 1万8,000名の応援を得

て仮似Inに当たり、 2月末をも っ

て漏水箇所の仮補修や仮設配笠等

により仮復旧がほぽ終了した。

その後、倒壊家屋の多い地区等

については、瓦礫の除去等の進展

に応じて順次復旧工事を行った結

果、 4月17日に復1口が完了した。

神戸市の復II」経過についてみて

みると、地誕発生当l二1に災鴇:11寺の

4
5
0
4
0
0
3
5
0
3
0
0
2
5
0
 

給
水
車
数

150 

100 

゜1/17 1/24 1/31 2/7 2/14 2/21 2/28 3/7 3/14 3/21 3/28 

出典 ：「消防研修」1995年 第58号消防大学校
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栓を設樅し、そこでは常時給水ができるように体

制を整えていった。図 4のように、通水率は全市

的にみると、 111」後の 1月28日に50％を超え、 2

月28Elには家居倒壊、道路陥没の著しい地域や臨

図 4 復旧率（通水率）の推移

100.0 

90.0 

゜80.0↓ 0 

70.0 

切．o

m so.o 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

oocoooaoooo....000畠aa..鍮馨0......0...
c 

ぷ'
n • っ .. ヽ

3/1 
....賣節 ー・→ 中節 ヤ百郎. •* 0 北 E]仝市

出典 ：「消防研修」1995年第58号消防大学校

夜を徹して復旧作業は進められた

第2甜施設等の復IFI状況

海部を除いてほぽ復lHした。 3月末には港の倉庫

等の一部を除いて市内全域で応急復旧を終えた。

工業用水道施設は、最大時で251社の受水企業

が断水となったが、近隣の工業用水道事業体の協

力により復旧作業が行われた結果、

100.0 
4月10日午後に神戸市が復旧した

90.0 ことにより、被災したすべてのエ

80.0 業用水道が復11:Iした。

70.0 下水逍施設では、処理能力に影

切．o
牌の生じた 8処理場のうち、 7処

so.o 
理場については早期に仮復1日作業

40.0 

30.0 
を行った。 神戸市束灘処理場にお

20.0 いては、処理施設の一部及ぴ送水

10.0 管が破損したため、水処理を行う

,O.O ことができなくなったため、隣接

する迎河内に仮設沈殿池を設附す

るなどの措囲を実施した。 5月1

日に仮復1日を完了し、通常の処理を再開している。

被災管梁については、土砂の除去、バイパス管

の設恕等により、当而の流下機能を確保し、並行

して H祝による一次調査を実施するとともに、引

き続きテレピカメラ等による二次調査を実施した。

2 電力供給施設

関西電力では、地震発生直後より、安全な系統

から順次切替送電を行い、発災直後約260万軒であ

った伶砲件数は 1月17日午前 7時30分には、約100

万軒まで滅少した。その後、被害設備の早期復旧

に取り組んだ結果、図 5のように 1月23日には応

急送屯が完了し、電気の供給はほぽ可能な状態と

なった。

各給屯所においては、地震発生直後直ちに系統

監祝盤等により系統状況を把握するとともに、緊

急l1寺処散を行い事故復旧にかかった。このとき、

給泣対向屯話は通話可能状態であり 、自動給電設

備等は正常に作動していたので、系統附報は入っ
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てきたが、事故状態変化批が多か

ったためすべてを把握できなかっ

tヽ~o 

這気所の事故状況は、事故が広

範囲なためか保護継電器 (Ry)動

作状況等が断片的にしか入ってこ

なかった。供給力については、事

故発生が5時46分と需要の少ない

時間滞ということもあり余裕があ

った。そのため、倅池負荷への送

屯は可能なところから順次実施し

tヽ
｀゚

図 5 供給支障電力の推移

(MW) 
3000 
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ー供給支障電力
ー＿―-停電変電所の復1日
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0
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1

 

供
給
支
障
電
力
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1月17日 7時30分
停電100万軒 ＿ 

I1月23日 15時
応急送電完了

゜1/17 1/18 1/19 1/20 1/21 1/22 1/23 
5:46 日時

（地震発生）

火力発電所については、運転又

は起動中に主要池気工作物やその他池気工作物が

出典 ：「阪神 ・淡路大震災復1日記録」関西電力闊

被宮を受けて釦I・.した 8ユニットのうち、姫路第

2発電所2号機と尼崎東発電所2号機は 1月181:l、

尼崎束発屯所 1号機は 1月19日、堺港発屯所 2号

機は 1月20日、三宝発電所1号機が 1月23日、大

阪発池所4号機が 1月221:1、同 1号機が 1月23H、

同3号機が 1月27日までに必要な損傷箇所の修理

を行って仮復ILIした。

設備の健全性確認のため設備メーカーにも巡I旦l

点検を依頼し、被也が比較的大きく復旧を急がな

ければならない発池所を優先して、 1月17日から

2月31:1までの間に順次点検した。

変屯設備に被雹を受け、供給支隙が発生した変

泣所は18変池所で、その大半は負荷を隣接変圧器

又は他系統へ切り替えることにより応急処甜を行

ったが、処附が困難であった昨合変地所について

は移動用変圧器を設附して応急復旧を行い、 1月

18日にはすべての変屯所において屯気の供給が可

能な体制をとることができた。

主要変圧器44台については、被害箇所の点検修

理後、電気試験、ガス分析等を行い安全性を十分

確認した上で順次迎転を再開した。

送箪線路では、鉄塔の被害箇所については、余

裟による地崩れ等の拡大により送屯に支節をきた
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す恐れのあるものなどに対して、速やかに支線設

附や部材補強、仮鉄柱による復旧措骰を行い送電

を行った。その他の被害鉄柱についても、被害の

程度に応じて支線取付け等の補強措附を実施した。

さらに、系統状況及ぴ梅雨時期、発雷、台風等の

自然条件を勘案し、順次鉄塔立替等による本格復

旧を行った。

送屯不能となった線路のうち、甚大な被害を受

けた神鋼灘浜線については、別ルートにより応急

復旧し、 1月21日仮送電を行った。また、管路の

点検を実施するとともに、管路損1蒻箇所の修復を

行い、 CVTケープルに引き替え、3月10日に 1回

線を復旧、さらに、 4月12日に全 2回線の本復旧

を完了した。

配電設価については、本格復1日に伴う工事内容

として、梅雨時期の蔽雨等による被害拡大防止の

ため、軟弱地盤箇所の傾斜柱や沈下柱の改修工事、

傾斜した計器の改修や破損した計器ポックスの取

替工事を行った。

また、台風等による被害拡大防止のための引込

線等の改修、支持物の再点検による不良設備の改

修工事等、さらに、仮復旧より継続して仮設住宅

及び工事用電源への供給工事を行った。

通信設備においては、 地誕発生後より回線が不



通になっているものについて、ケープル敷設及び

迂回ルー トにより回線を構成し、 1月21日に応急

卸日が完了した。また、架空通信ケープルは、 3

月25日に仮復1日が完了した。

梢報処理設備の分散系の復l「Iについては、 1月

2013から新北梢報処理センター 2号機を代替使用

して神戸分散を模擬し対応した。また、端末系の

復1日については、被害のあった場

第2究 施設等の復Ill状況

や避難所に対し、 LPガス容器の使用上の注意、に関

する文嘴を作成 ・配布し、安全な取扱いの周知徹

底を図った。

大阪ガスは、他の事業 者からの応援も含め、最

大時約9,700名で復l[Iに当たった。その結果図 6の

とおり復旧し、 4月20日までに、不在需要家を除き、

蔚管若しくはポンベによるガス供給を開始した。

所から仮事務所への移設を行った。 図 6 都市ガス復1日作業の進捗状況

給屯所 ・制御所では、神戸支店

社屋の一部損壊により、給屯所シ

ステムの移設を行った。

3 ガス供給施設

単位 ：1000戸
30 

25 

復 20

屑
数 15

都市ガスについては、旋災直後、 10 

二次災害防止のため直ちに大阪ガ 5 

゜

単位： ％ 
100 

80 

6 0 復率旧

40 

20 

・O ス管内約84万5,000戸でガスの供

給が停止された。また、供給停止

以外の地域からはガス漏れの通報

1 /23 2/1 2/11 2/21 3/1 3/11 3/21 4/1 4/11 

出典： 「消防研脩」1995年 第58号消防大学校

が殺到した。誕災後、 1カ月半ですべての地域で

供給を開始する予定であったが、以下の理由で復

l[I作業が遅れた。

●雨水、水道管の破損等による森管への予想以上

の水の流入

●多数の家屋倒壊、道路の瓦礫、道路の破損によ

る復旧隊の移動や道路の掘削の遅れ

●多数の路上駐車による道路の掘削の遅れ

●交通渋滞

●地中埋設舜管の被害状況の把握、漏洩箇所の特

定、修緩に多大なII寺Ii」]を要したこと

このため、大阪ガスは神戸市、 宝塚市、芦屋T-1-i、

明石市、西也；市、川西市、伊丹市、尼崎市の各災

害対策本部へ避難所用としてカセットコンロ11万

2,500台、ポンペ52万500本を提供した。また、大

阪ガスと0り）兵廊県プロパンガス保安協会は、代替

燃料として一時的にLPガスを使用する一般家庭

プロパンガスについては、被災した約39万7,300

帷帯のうち、家産の全壊等により使用不可能にな

った世帯を除き、安全点検を実施しないと使用で

きない1l!：帯が28万6,950・1北帯あった。

闘兵J庫県プロバンガス協会は、二次災害防止、

設備の安全点検等に沿手するとともに、 一般住民

からの屯話相談窓l]を開設した。復旧は、販売事

業者が保安センター（消骰設備の調査を販売事業

者の委託を受けて行う団体）や他地域の事・業者等

の協力を得て、家屋の全壊などにより使用不能に

なった1仕滞を除き、 1月31日までに復旧が完了し

fヽ~ o 

なお、兵廊県では、都市ガスの復1日作業の難航

に伴う LPガス容器及ぴカセットポンベの普及に

対応し、 2月3El、使用済みLPガス容器及びカセ

ットポンベの取扱いについて、各市町災杏対策本

部に通虹lし事故防止を図った。
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第 2 情報関連施設の復旧状況

1 通信施設

震災直後の電気通信関係では、巌大時には30万

を超える加入電話に節害があ った。NTT神戸支

店では、電源切れ等により 7台の交換機が稼動不

能となり、その結果、最大28万5,000回線が不通と

なった。神戸地域の加入回線数は約144万回線であ

るが、その20％近くが不通となったものの、家屋

の倒壊によるものを除き、 1月末までにおおむね

復旧した。

NTTのパックアップ電源は、長時間の1洋電に

よって途絶したが、地震発生の翌H、被災した交

換機はすべて機能を回複した。同じく、翌日には

神戸市内に衛星無線車 4台及び昨年夏にNTTが

開発したボータプル衛星通信地球局 2台を配備し、

特設公衆泣話を避難所41カ所に496台設骰した。最

終的には、聴党節害者向け臨時ファックス等も含

め、 842カ所、約2,864台へと拡大した。

また、通信ケープル、屯柱などの役旧作業につ

いては、道路が寸断されているため物査の輸送が

困難であったが、海底ケープル敷設船とヘリコフ°

ターを駆使し、物査の搬送に当たった。さらに、

道路の復旧作業や倒壊した建物の撤去作業によ っ

てケープルの切断が増加したが、 1月31日までに

おおむね復旧した。その後、未復旧の回線につい

ては、家屋の復旧等に伴って寄せられる修理依穎

に合わせて、 NTTでは従来どおり 113番で速やか

に対応した。

被災直後、神戸では113、116番共に建物の被害

や試験台等の大破で機能が麻痺していたが、建物

を移転し、業務用電話回線で113番再開に向けて作

業を開始した。さらに、突閲・工事を進めながら 1

台ずつ試験台を増設し、迅速な回復を図った。そ

の後、回復と同時に問い合わせの殺到が予想され
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1本 1本つないでいくことから始まる

たため、臨時の受付サポートセンターを開設し、

1日最大 4万コールを超える問い合わせに即応し

tヽヽ
0

NTTでは、応急復旧のために 1月末までに現

地の3,000名に1JIIえ、全国から4,000名を毎日平均

的に投入した。 2月から 3月末にかけては、本格

的な設備復旧に向け、全国から 2万名を動員した。

また、移動通信用基地馬については、最大時145

局の基地局に開害が発生したが、 3月7日にはす

べての基地局が復旧した。さらに、専用回線につ

いては、家屋の倒壊によるものを除き、最大時に

は約4,000の専用回線に1旅害を及ぼしたが、 1月中

にはすべて復IF!している。

加入電話の中継伝送路1旅害については，表 6の

とおりである。

一方、衛星通信ネットワークの兵／庫県庁局では、

地誕発生と同時に関西電力からの給電が止まり、

庁舎非常用発電機が起動したが、地震により冷却

水槽が転倒し発電機の冷却水が途中で断たれたた

め、発電機が停止し、通信機器への給遁が止まっ

た。地震直後から県庁局が停止していた間も、県

機関・市町・消防本部相互間では通信可能であっ

たが、通信機器のある建物の損壊により西宮市役

所、 NHK神戸、第五管区海上保安本部の通信が不

能となった。また、関西地力の長時fiij停電により

非常用発電機の燃料切れのため、西神戸庁舎の通

信が停止した。その後これらの局については、各



表 6 加入電話の中継伝送路障害の復1日状況

稲 別 I邪 ・1巾_, 箇 )i/i・ 

NTT 艮距離伝送4区1iil

①大阪～神戸大Iit•l |iil

②大阪淡路～）上<i:）1:1依I:ll

③神戸大l11•l～姫路 I :il

④人阪淡路～神戸大1)ljllil

「1本テレコム 大阪～西函l!il

n本，:':j辿通伯 大阪～岡lllllil

大阪メディアポート 大阪～i肘密liil

携幣、 1勺 [iJJIi t屯話碁地/~j 、

無線呼ぴ1,1'，し碁地1;;')

事務所の復1日に伴い通信機能も liil 1~ した。

緊急連絡体制等の整備を行い、衛星通信ネッ ト

ワークの正常迎用の確保のために、余誕対策とし

て衛星通信設備専用の非常用軍源設備を新たに設

附することとした。さらに、県庁局のバックアッ

プとして、 1月17日から衛星車載局を県公館束偵ll

に待機させ、建物損壊による通信機能の代替局と

して、可搬タ イプのVSAT)笥を県庁局に配甜する

など、パックアップ体制の充実を図った。

郵政事業関係では、兵l庫県下の普通郵便局58局

のうち使用不能により解体した局は神戸港 1局、

一部祖傷局は神戸中央と長田の 2局で、特定郵便

局762局のうち全壊等で建替えが必要な馬15局、そ

の他大幅な修復を要する局が12局であった。

業務運行の状況は、 3月17日現在、咄通局の窓

口業務不可能な局は、神戸市内の 1局（神戸港）、

特定局の窓口業務不可能な局は、神戸市、阪神地

区の16局であった。取集業務は 1月20日以降全局

で執行している。配逹業務は速達配逹が 1月20日

以降全局で執行されており、通常配達については

1月31日以降全局で執行している。

第 21;,: 施設ぐ卒の復Ill状況

仮 復 Ill 復 Ill 

約 7:1.r1)の1川線について迂1111 1月24Fl、全lメ..Iiil復lH完了

ルートで対応

当l11|1に仮復Illをテcr 

地設発生当ll中にバックア ］月24日、 {U/11ゲ6-(

ップ1111線で対応

1月29llまでに令1111線をバ 3 J J 20 II、判定ルートによ

ックアップ1111線で対応 る似l「Iを充（

発生当IIに別ルートで対応 1月2511、復IIl昧；了

1月2411、おおむね復1H)＇£

（ 

2 放送施設

地姦発生後、放送の継続は確保できたものの、

いくつかの放送局舎等に被告があった。

NHKでは、親局に1旅害はなかったが、 NI-IK神

戸放送会館の建物が損壊したため、 1月28日に近

傍の仮設演奏所に移転した。 また、中継局では、

兵即県内の中継局 7局が倅波したが、いずれも 1

月19日には復旧した。

民間放送事業者については、いずれも親局に1節

害はなかったものの、 1月22日にラジオ関西の入

居する建物に避難勧告が出され、隣接する別館に

移転。その後、 3月1日に仮設演奏所に移転した。

CATV事業者についても、 7施設で倅波した

が、いずれも 1月17日に送信 を再開した。しかし

ながら、地柱の倒壊や火災による伝送路の切断 ・

焼失等により、阪神 ・淡路地区の約2,600施設の

CATV施設のうち、約1,700施設に被害があり、 3

月171」現在で約800施設が復旧作業中であった。

28.9 
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3 報道関係施設
ニュースデスク部員を専任で配骰した。提供でき

る記事を用慈し、点検が済み次第すぐに夕刊がで

地元の神戸新1北l社では、 三宮にある神戸新測会 きる態勢をとった。制作局も、紙面 3ページ分の

館ピルは、かろうじて外観をとどめたものの、内 大組みができる機械と人員を配罹した。 20時に刷

部は被害が大きかった。コンピュータシステムが り上がった新聞はわずか 4ページであったが、そ

破壊、自家発虚装齢も壊れ、‘屯話も 2本しか残っ れでも通常と同じ約28万部を発行。以米、同様の

ていなかった。本社屋は危険なため立ち入りでき 形で朝夕刊を出し続け、24日付朝刊は12ページと

ず、自力での新11fl発行は全く不可能となった。 なった。

1994年（平成 6年） 1月、神戸新聞社は京都新

llfl社との間に、災害で新聞発行が不可能になった

ときに協力し合う相互援助協定を結んでいたため、

京都新1J:rl社に姦災当日の夕千l1の紙雁作成を依穎し

た。神戸新聞社では、 1月25H以降、 中央区の1:0,ti,

海部にあるピルの一室に1iii,11寺編集局を趾いて、取

材活動を続けた。

京都新聞社では、編集局に専用の机を 3台附き、

主要道路を重点に復旧が進められた
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第 3 交通関係施設等の復旧

状況

1 道路

地誕発生直後、名神高速道路、中国自動車道、



第2咲施設等の復IH状況

阪神高辿逍路、直轄国道で27路線36区間あった交 表 8 橋梁の復旧状況

函 I・：め区IIi]については、一般：1．li両ないしは緊急車

両用として逐次交通開放を行っており、 3号神「＇

線（武廊）ii～月兄山）を除き、順次交通を確保した。

主な復ln状況は、表 7のとおりである。

表 7 道路の復1日状況

区 分 区 1111 1は l「l

阪神硲辿道路 神戸線 平成8年1村の見込み

Jl }し111-:iLtWJll

狗J;！線 平成7年7JI l II 

北神戸線 ＂ 1 J J 2611 

名神硲速道路 illi':~;-JN·!UJ党； II 4月20II 

第二神明道路 伊川谷～須）特 ＂ 1月2811

刊i‘心；，It~ 90f!＼・！り ＂ I J l 2711 

国道43!r｝線 西．t・'i~ 1:・/,{ ＂ 1 J ll 711 

国迅2サ・線 希＇｛ヽ ，f~料l希 “ l JI 171-1 

9糸耶大橋 平成7年 8月1nより本格供J11

神戸大橋 上下2II―［線ずつ1呼定供m中。本格復IEIのため

枝柄形式で仮逍路を設骰。

六甲大橋 上下2車線ずつ］暫定供JIl中。供川期間は平成

7年 8月1Hから平成8年 8月末までの予定。

3 鉄道

鉄道1鬼係の被害はJR西日本、阪急池鉄、阪神危

鉄、神戸市交通局、 ・神戸硲速鉄道など合計13社に

おいて不通など大きな被害が発生したが、復旧作

業は予定よりも繰り上がった。

各鉄道の復旧状況は表 9のとおりである。 8月

23日に復旧した神戸新交通ライナーをも って、す

ペての鉄道が復旧した。

国逍 2号線は 1月171]に復lnし、牛活 ・復典1月 表 9 鉄迫の復1日状況

辿物査愉送ルートとして確保。1乱道43号線は 1J-l 

30日より 4.t|t線確保、 4月291]より復陳物沢輸送

ルートとして 6-20時に使用されている。限追、

市町村道については、 1ヌ役所岬救援拠点までの緊

急支援物究の粽送ルートをはじめとする主要なル

ート（神戸市等阪神地域における380km)について

は、韮点（l勺に復ll1を進め、 1旅杏物の除去はおおむ

ね完了した。

2 橋梁

橋梁の被舌は、ポートアイランドや六11'1アイラ

ンドの人工，的と本土を結ぶ橋梁に多く被杏が出た

が、仮道路の設附や暫定的に供用するなどの復IH

作業が進められた。

主な橋梁の復11:I状況は、表8のとおりである。

鉄 逍

JR 1 l1~)）j新幹線

JR神戸線

阪急、‘，じ鉄

阪神屯鉄

神Iり:':j辿鉄逍

神Ii・,凶鉄

山f幼地鉄

神I; I li炉，•J也ド鉄

神）渭i交辿ポー

トライナー

神I渭Jt交辿・I'くり1

ライナー

,t.j沿ポー トタウ

ン線（大阪IIi)

人1坂モノレール

('閑1|I IIj搾）

Will II ('J".I成7，，＇：・）

4月81 1'i~奇梨移illl

4 J J 1 II令線似Ill

6)11211令線復Ill

6)12611-'i'!:彩i1以llI 

8}11311令線似Ill('I外定）

6) l 2211令線復Ill

6 JI 18113ヽ糸泉移illl

3 JI 3111令線復lll(’I°i走）

7 Jl 3111令線復Ill

8 JJ23 I I令線復Ill

1) I 1811に述転lil}｝,1

I JI 1811に巡,i渾 1J卜l
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不眠不休の作業が統いた

第 4 港湾施設等の復旧状況

港湾関係では、神戸港、尼崎 ・西宮・芦屋港な

ど24港において埠頭の沈下等の被害が発生した。

特に神戸港については耐設強化岸壁の 3パースを

除き、ポートアイランド地区、六甲アイランド地

区を中心にコンテナ埠頭を含め大部分が被災し使

用不可能な状態となった。

裳災直後から危険個所の打1)修や緊急物査及び人

員の輸送のために埠頭の緊急復1日に努めるととも

に、比較的被災が軽微な個所について応急復旧に

全力を挙げて取り組んだ。その結果、神戸港では

岸壁について 1月31日までに当面の応急復旧を終

了し、姦災 2カ月後の 3月17日までに公共岸壁約

150バース中、貨物用93、旅客用（フェリー等合む。）

14の合計107パースが暫定的に利用可能となった。
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さらに、貨物取扱品は 7月のコンテナ貨物取扱

実鎖で、対前年同月比63.3％まで回復している。

また、限られた港湾施設の有効利用を図るべく、

神戸港復興までの期間、 24時間（日曜、祝 日を含

む。）荷役を行うこととしている。

神戸港復旧状況は表10のとおりである。

表 10 神戸港復旧状況

種 別 施 設 時 期

暫定供川 平成 7年

コンテナ埠 庶耶埠頭lパース 3月20日供用開始

頭

ポートアイランド3パース 4月30日 ＂ 
六甲アイランド 3パース 4月3On ＂ 
ポートアイランド1パース 5月19H ＂ 

崎多目的埠頭 六甲アイランド 1パース 5月10Fl ＂ コンテナ
六lcjlアイランド 1バース役可） 6月12日 ” 

仮設桟橋埠 六甲アイランド南束部 2平成 8年

碩 ノくース 2月1日供用開始

本格供用 コンテナ埠碩の全体の 3平成 7年度内

分の 1

残り全体の 3分の2 おおむね 2年以内

9月 7日現在の状況として、神戸港の仮復旧を

含む復旧パースは82、着岸不能バース88、埋立に

よる滅少バースは16である。尼崎 ・西宮 ・芦屋港

は復1日バース 9、省岸不能パース 1である。

港湾幹線道路（ハーパーハイウェイ）の復旧状

況は表11のとおりである。

表11 港湾幹線道路（ハーパーハイウェイ）の復1日状況

施 設 時 期

神戸大橋 ・新港4突ラン 平成 8年 7月目途

プ

六甲アイラン ド～高羽ラ 平成 7年 9月28日開通

ンプ

高羽ランプ～摩耶埠頭 平成 7年11月1日開通

席耶埠頻～新港 平成 8年 8月目途



第 5 河川関係の復18状況

河 川

国直轄管追1！河川については、 4河川の提liJjや護

；i！等に32カ所の被‘専があり、これら緊急復IHの必

要な個所について緊怠盛土筈の措附を＇呉施するな

ど、被災を受けた全箇所の応急措囲を実施した。

淀川左岸0.1km付近節 3カ所と猪名川、派川、蔽川

の右岸0.2km付近等 3カ所については、 1月19EIT

事沿手、 1月30日に完了している。また、淀川左

岸0.1km付近（延長約1.8km)については、出水期

に対応できるよう 1月25日に仮締切堤（鉗l矢板二

韮方式）のー［事に者手し、 6月4I:lに完 rした。

＇j|き続き本似II□1こr：事に許手 しており、平成 7年度

中に完成させるべく現在施工中である。西，島地区

以外の被災個所の本復Illについては、 6月1513ま

でにすぺて完了させた。

府県 ・市町村管理河川については、武｝Il'LJ11等に

おいて堤防の沈下、亀裂等の被害が生じ、これら

についても既に応急工事を完了し、本復旧工事・に

許手した。兵｝車県管理河川のうち、護岸崩壊、こI:.

砂崩壊的により、特に流下能力」鳴il題が牛じた箇

所について、瓦礫の撤去等応急対策が終了してい

る。堤防の被災状況が著しい武1車川等の早期復旧

のため、 1月24EI~26 Elに建設省 ．」ー：木研究所よ

り専I―IIこ！家を派造した。さらに、地下河川について

は、 山岳トンネルエ法による塩屋谷川で裂］：．コン

クリー トの破砕、また宇治川等のポックス部にお

いて、ジョイン ト部の破損等が生 じているため地

下河川の被害状況調査等を 目的として 2月 9n 

~ 10 1」に建設省 • 土木研究所より専門家を派追し

tヽ~ o 

湘／ギ保全施設については、岩届海岸、野島樵港

湘岸、神戸港海岸、東播海岸等において、堤防・

渡岸の沈下、亀裂が生じたため、復1日工事を進め

第 21怜 施設:りの復lll状況

tヽヽ
0

2 地滑り・崖崩れ等

地滑り等緊急支援チームとして、建設省及ぴ府

県の職員、大学等から専門家、専門職員259名を平

成 7年 1月27Elまで現地に派逍し、 土砂災害の危

険性のある約1,200カ所について調査を実施した。

その結果、継続的な監視が必要と判断された71カ

所について、巡視や計器の設附等による監視及ぴ

斜而にシートを裂う 等の応急措骰を実施するとと

もに、必要な箇所について災害関辿緊急事業等に

よる恒久対策工事を実施した。

斜面illi壊による二次災害防止のため、自治休災

害対策木部が 7カ所、360・世帯を対象に避難勧告を

衷施した。このうち、地滑り、崖崩れによる 3カ

所について、斜而崩壊の動態を監視する計器の設

附やピニールシート張り等の応急処附について同

本部が協力するとともに、災害関連緊急事業によ

る恒久対策工事を実施した。また、 二次災害防止

に万全を期すため、都賀川等の既設砂防ダム 9基

については、 6月19日現在、除石工事がほぼ完了

した。

第6 医療・救護施設の復旧

状況

医療施設の活動状況

医療施設の活動状況は、平成 7年 2月131=!現在

で、兵庫県内358病院中、診根実施病院は351病院

(98. 0%）であった。

被災10市10町内の一般診療所のうち調究した

2,926診旅所のなかで診旅を実施しているのは、

2,572 (87.9%)診療所であった。

また、歯科診原所のうち、調杏した1,771診僚所
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第5編 復l「J・復躾対策

のなかでは、1,284(72. 5%）診釈所が診察を尖施

していた。

3月 2日～15日に行われた「災害医療について

の実態調査」では、被災10市10町内の224の病院及

び2,999の診療所に調査を依頼し、うち病院182、

診釈所1,845の調査結果が集計された。これによる

と、 61.1％の病院、 41.9％の診療所で施設・設備

にかなりの補修を要するか、それ以上の被害を受

いる。 また図 8のとおり、診旅所の57.1％が同年

中の再開を目指している。今後の対応として耐震

施設の建設を考えている病院が52.5%、診板所が

41. 6%、その他、水の1iiii菩タンクの配備や医薬品

のfiiii蓄等に関して検討又は配備がなされている。

2 各種の医療提供

けている。誤災後約 2カ月で病院の82.5%，診板 厚生省の平成 7年 3月9Hのまとめによると、

所の71.5％が診察能力を回復しているが、全く 回 次のI医板提供を行っている。

復していない 3病院のうち 2病院は再llりのめどが 1医師・希護婦の常駐する「避難所救護センター」

立っていない。施設の復旧計画については、図 7 を90カ所設晋し、設附されていない避難；所では医

のとおり病院の79.7％が同年中の復1日を目指して （涌 ・希護婦による巡阿l送原体制を設けて対応した。

図 7 病院の施設の復1日計画（平成 7年3月）

資金繰り等の
理由により、
復旧の目処が
たたない

3.1% 

7年中に復l日
工事を行う

20.3% 

図 8 被災した診療所の再開状況（平成 7年 3月）

再開する場所が
確保できないた
め、目途が立た
ない 6.1% 

資金繰り等の
理由により、
再開の目途が

立たない 14.3% 

平成8年を目処

に再開 6.1% 

出典： 「災害医療についての実態訓査結果」
兵庫県阪神 ・淡路大震災復興本部
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避難所におけるI戻級の確保は、地域医板体制への

移行という絨点か ら、救設センターか ら地元1俣板

機関へ円滑な移行を図るものとする。

兵IIli県内の保健所13カ）祈を拠点に、リ，！内の189名

の保健婦に加え、他の自治体から123名の1剃建姉の

協力を得て、仮設住宅 ・避難所 ・在宅生活者への

巡囮健康相談を＇共施している 。相談等の内容につ

いては、要介護老人 ・1没性疾患患者節の健康相談

の充実、こころの健康相談への対応、ねたきり f・

防等の健康教育、 1医板 • 福ネII：サービスとの辿携等

である。

また、歯科診旅体制として、歯科巡l国診旗車等

を利用した仮設診療所を神戸市内 3カ所に設骰

神戸市内 1カ所で応急診板を実施、その他歯科医

師による巡囮診釈体制を設けて対応した。 さらに、

インフルエンザの予防として、地方公共団体の協

力を得てうがい薬、ガーゼマスク筈 を搬送、ワク

チン接種などを実施した。

「特定疾忍治療研究事業」の36疾必に係る医療

機l紺の診板体制及ぴ恙者の受板の状況については、

調査の結果ほぼ確保できていると判明した。枯神

医旅体制の整備については、神戸市等の10保健所

に精神科救護所を設W・｛するなどの対／i心がなされた。



第 7 公共施設 ・文化財等の

復旧状況

官公庁施設等

官公庁の庁舎では、兵J車県庁、神戸市役所等の

地方公共団体の庁令に被出が生じたほか、特徐施

設、税関、郵便屈、公共職業安定所、労働基準1笥

の施設筈でも被柑が生じており、取壊しのうえ建

替えが予走されているものもある。］匂月施設（合

届l)ず合筈）については伽虞性のl句上を図りつつ複

旧を行うほか、特察施設の機能の早期復旧、消防

防災施設としての梢防庁舎、耐設性！l'i'水槽、消防

拠、1奴施設等の復IHが進められている。

2 学校関係施設

学校等の教育施設では、兵hli県では、被災した

県立学校のうち、改築が必要な学校 7校10棟、補

修が必要な学校11校11棟、また、市lIl-［立学校では

大規模な被宜を受けた学校が67校にのぽった。こ

第21沿 施設的の復l日状況

し、 6月9H現在、神戸市内の他の学校への転入

学者を含む各都追府！具の受入数は8,840人、また国

立大学附屈学校の受入数は62人となっている。

3 文化財等

国 ・県 ・市町指定文化財をはじめ多数の1't煎な

文化財が被寄を受けたが、特に重要伝統的建造物

群のうち、個人住宅の修復は、平成 6年度国JIli補

助事業により緊急対応することとした。また、兵

),it県では、被災した文化財等を緊急に保全するた

め、兵彫県教育委且会と協力し、文化庁施設機関

等及び古文化財・ 美術閾係団体の辿携協力の下に

「阪神 ・淡路大裟災被災文化財節救護委員会（文

化財レスキュー隊）」を設附し、県内の損壊した社

寺、個人tl・：宅及ぴ栂物館等に所在する文化財など

について、所有者からの要ijりに応じて応急処岡及

ぴ附物館等における一時保行を行った。

第 8 産業・高業等の復18状況

れらの学校では当分の間仮設校舎で対応、災災復 1 企業・観光施設等

lHtl,t要による建築森材や施工業者の不足などのた

め、とりあえず苦通教室と管理諸室の必要な 5校

に限定して仮設校舎を建てることとし、特別教室

については新年度に豹工することとした。平成 6

年度中には 6校の仮設教奎120室、笠理諸室20室を

建築し、 7年度には 9校で特別教室など66奎、実

習室 6室を建築することとなった。

6月 1日現在、避難所として432カ所、約 2万

8,000人が使用している。公立小 ・中・高等学校の

授業再1:lf-l状況は、 4月24日現在で、平常授業を行

っているのが528校、 短縮授業が12校、他の学校等

を利用して授業を行っているのが4校である。ま

た、文部省では全国の教育委貝会に児蛮生徒など

の転人学の辿やかな受入れと教科祁の配付を指蔚

平成 7年 2月～ 3月に行われた、209社の被災企

業のトップヘのインタピューでのリサーチによる

と、令壊等被噛が甚大な企業が25%、半壊及び一

部破損の企業が64％であった。このうち約68％の

企業が 2週Ili]以内に業務を再14f-lしており、全壊 ・

半壊企業のうち、約30％の企業が1迎間以内に業

務を再測している。

また、壊滅的といわれた神戸市長田地区のケミ

カルシューズ並業は、姦災後 2カ月半を経過した

4月初頭において約 7制が業務を再開し、 11月に

は主要企業の97％が常業を再附している。生並頷

ペースでみると図 9のとおり前年と比ぺ 5割にと

どまっている。
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図 9 平成 7年地場産業の対前年伸び率の推移
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一方、復典しつつある元気な神戸を全国にPRす

るための集客イベントが、夏には 「夏こうべで」

が行われ、秋には六甲山1iflll」100周年のイベント、

がんばろう神戸港復典フェスタ、国際港都 ・神戸

復典展（ハイカ ラ栂）などが企画された。商業施

設の営業再開とともに、多くのイベントヘの市民

や観光客の参加が増えた。 8月15日現在、神戸市

内137の主要施設のうち、108施設が営業を再開(78

％） し、また、営業再開が数力月先及ぴ未定が29

施設である。

地区別では、北野・新神戸地区の執1人館は修復

が進み半数が営業を再開、新神戸地区も歓光施設、

商業施設とも通常営業を行っている。三宮センタ

ー街、元町商店街などの商業施設はその多くが修

復、営業を再開した。また、旧居留地 ・南京111]`で

は、いち早く営業を再開し活気を取り戻している。

ポートアイランドでは、ポー トライナーが全線開

通し人の動きが活発になり、神戸港・ハーバーラ

ンドでは簡業施設のほとんどが営業をしている。

また神戸国際会館ハーパーランドプラザが12月6

日に完成。束灘 ・灘地区では、六甲ライナーが全

線開通、菊正宗酒造記念館の一部が営業を再開し

た。六甲 ・｝飴耶地区では、山上施設はほぼ通常営

業、六甲ケープルは営業中、六甲有馬ロープウェ

ーも10月7Elに全線開業した。
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宿泊施設についても、次々と営業を再開し、鉄

道の開通により観光施設への利便性も回復しつつ

ある。 8月16日現在、主要ホテル ・旅館等83施設

のうち、部分営業、仮営業を含む営業中の施設が

71(85.6%）、今後 1カ月以内に営業再開予定が3

施設、長期休業、営業再開未定が9施設であった。

このように、各種産業は、徐々に復旧しつつあ

るといえる。神戸市経済局がまとめた神戸市内の

産業の復旧状況は、表12のとおりである。これに

よると、ほとんどの産業が復旧若しくは営業を再

開しているが、その業紺は、前年に比べ大きく落

ち込んでいる状況である。

壊減的な被害を受けた酒蔵工場も復旧に向けて動きはじ

めた



第2窄施設節の復ltl状況

表12 阪神 ・淡路大震災による神戸市の産業の被害 ・復旧状況

(I) 工業 被 9,1:.{ ・ 状 況 復 旧 状 況

鉄 鋼 大手企業において、 1千低1り以上の被‘古。 4月に硲炉が再稼働し、 8月にはほぼ全而復

IH。

造 船 大手企業において、 3-400億円以上の被占：。 復II-l済

一部の部門が市外へ移転。

我 ,',,', 段l 係 10憶円以上の被也がでた企業が数杜あり。 一部の上場は1判銀したが、その他の企業につ

いては復Ill済。

頂 屯 大手企業において、約200{意「りの被',!fが発生。 復ILi済

ゴ ム 製 品 大手企業において、数1 •1意l1)の被布が発！！ •••O 復IH済
（タイヤ ・ペルト等） ltiff:部1"1の一部を1|i外へ移転。

中 小製造業 約18％の企業が全壊・全焼の被守（神戸市機械 ほとんどが操業を ,1rnu。

金／瓜工業会）。

(2) ファッション産業

ア ノぐ レ Iレ 約 8％の企業が令半壊の被，1;:（神）士フ ァッ シ ほとんどが常菜を 再l!f.j。

ョンアソシエーシ ョン）。その他I:¥l接的な被',!r

のため、本社機能をili外へ移転した企業あり。

紳 :I: 服 糾合加盟70名中全半埃47名（神戸洋ll師紅L業 ほとんどの企業が何らかのかたちで11Jlll・l。

糸ll介）。

ケミカルシ ュー ズ 糾合加盟HI•i l)ヽ Jl92社 1 11158社が全半桜 (II 本ケ 約90％が業務を11i-l-jf.j。

ミカルシューズ工業糾介）。1il辿企業1,600社 '-|＿哨糾領は 9JJでjjij年lfiJJJ比△55.4%

の内約80％が全半壊又は、焼失の被況（長1」」・

須窮地区）。

ネ111 J. j 靴 紺介加．',?./.6社のうち 5社が全半紗りの被‘TIf（神 l 社のJi~業を除き、令社が岱；業を 1lj.llf-l 。

戸靴メーカー1ifJI司逢IL介）。

真 珠 組合加盟．97社1|’ ピル全半壊 5社 ほとんどの企業が党菜を再排l。

"(I 'l ,. 酒 半分以上の企業が全半桜で、その他も設備芯 l社が）ig業。

に甚大な被古（灘五郷洒造糾合）。 多くの企業は委記l・・旅を拡大。

洒移{•I'ぶ：はjjij年と lnl程度まで!iii復。

洋 米ヽヽ・ f• 中堅 ・大手企業は、本社、 エ楊、 9、げlli等のい 一部J従業したところもあるが、令体では、

ずれかが令半炭。 60~70%1iり後が1111復。

市内1|1小規模店舗の約 1WIIが其大な被古： （兵

},lil＼悴伶俗f•協会加盟Ili l勺企業）。

(3) 商店街 ・小売市場

（ 中 央 6 Iヌ） 腑jJ店街 約1/3 3,188/9.603 全ill 7月1711現在の再lil.li梓

小売市場 約1/2 930/2.048 令iil 笛jJ,I;街 63.4% 

小光市場 67.7% 

(4) 大 規 模 小 売店舗

三窮元Ill-［周辺を中心に百1f店、スーパー各杜 百貨店については光り場面iiltを縮小しながら

とも1001意円～数百似lリの被ふ も大部分は'i・冷業を 1り1井l。
百貨店販；J阻領 スーパーについては、米だl)t-lIliしていない1,Ii

..lv•成 6 年 2 J-J 158億円 舗もある。

乎l成7年 2H 15億円（△90.8%) 7i1'i: ｝,I;販必額

.IIi.)皮6 if 8 Jj 162イ店ll_1

↓ （△35.8%) 
5V・l戎； 7 イ「•8 月 104低lJ-l

平成 6年 9j-j 171億円

↓ （△31.0%) 

平成 7年 9H 118億l’I
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(5)貿易

協会会以525社のうち約22％が全・平壊（神）i 3月末までに約95％の企業が業務を再1.!fl（神

貿易協会）。2月期の神戸迷のコンテナ」［又扱姑 戸貿易協会）。

は1前年1fil)l比△95.4%と大幅に滅少。 9 J-J期の神戸沿のコンテナ」［又扱絨は1iii年1iill-l
比△30.3％まで1111復。

(6)オフ ィス ピ ル

fゑlfiJ杯 fitのピル (2Jll01111;¥.：点） 中央区l村の j:．要61解体ピルのうち 5年以内lり
三窮 ・元町地区 61/245 (24. 9%) 建Jj・jiIT1ありは、 19棟 (31.1%) 
周辺地区 66/34009.4%) オフィス入l{｝率（神戸地区）

（森料 ：生駒データサーピスシステム） .,,成6年12)1I II 92. 0% (26,961 /337, 0131平）

平成7年6lll [| 96. 9% (5, 438/175, 419坪）
（究料 ：生駒データサーピスシステム）

(7)ホ テル ・旅館業

建物損壊｝文ぴガス、水道節のイ序．Il：により 11i街 約90％の施設が党業n}|}fl(10)—l 3 11現在）。
地のほとんどの施設が常業不能。 シティホテル稼例J率

‘ | ;•成 6 年 8 Jj 78％→平成 7年8月 49% 
平成 6年 9月 70％→平成 7年 9月 53% 

(8)観光

洒｝淡地区→はとんどの森料館が令炭。 8}-l観光人込客数

北野地Ix：→いくつかの択人館が一部illJ炭。 ‘ Ii•成 6 年 平成 7年

観光入込客数 (jjij年l,ijIl比）

‘I i•成 711'・ 2 H △95% 
II 3月 △96% 

神戸市経済局調ぺ

2 農林水産施設

）農林水）顎業関係の被内については、｝；と地 （約

1,300カ所）、ため池等の農業用施設 （約2,800カ

所）、六甲山地をはじめとした林地（約80カ所）、

淡路秘北部、神戸市、 IIJJ 1-i i-l iなどの礁港施設（約

20迷）、農林水産業共同利川施設（約80カ所）、 卸

光市場（中央 4施設、地方 6施設）等の各施設に

おいて甚大な被祝が発[|：し、その被害総頷は900億

円程度となる兄込みである。

これらの施設については、農林水産省地質官ほ

かにより「ため池改修対策検討会」の調究団が結

成され、現地調究の結呆、その森料をもとに復ILI

J．．法がとりまとめられた。 山地被杏については、

二次災却加1：のため森林防災緊急パ トロールを‘呉

施するとともに、林野庁も専門技術調杏B1を派追

し、恒久的な復IH上法を検討するための調杏を実
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361 fj人→ 163)]人（△55%)

[jf;街地 109乃人→357j人］
神戸池観光群 66)j人→21万人

六l|l．布馬観光群 131 JJ・人→67ガ人

その他 55万人→40)j人

施した。須磨区妙法寺地区で不安定土砂の取除き

と、Jiji落土砂を抑止する土留工を緊急、抒工 したの

をはじめ、特に人家など保全対象が近接している

地区についてlI即1次応急J-．．事に狩手した。漁港施設

では、係留施設、背後のエプロン舗装と用地の陥

没や亀裂、臨，港道路の地割れ、埋立て地特有の液

状化による段差等の被宙が生じ、 1月31日以降、

水産庁との現地協議を踏まえて応急仮工事に笞エ

した。

また、卸売市場についても、取引状況について

は通常の入荷批に匝l復した。


